


郵 政 福 祉ロゴマークに つ いて
郵政事業を赤いマル（左円部分）、日本郵政グループ社員等の皆さ
まを青いマル（右円部分）、当法人を頭文字のＹに見たて、「日本
郵政グループ社員等の福祉の増進と郵政事業の発展に寄与する」
という当法人の使命を象徴化したものです。

一般財団法人郵政福祉

1954年10月1日
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〜 郵 政 福 祉キャッチフレーズ 〜
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名称

設立

事業所

本部所在地

13地方本部

〒105-0001 東京都港区虎ノ門1丁目14番1号　郵政福祉琴平ビル

10億80万円

202人

基本財産

従業員数

最 新 の 概 況

経 営 体 制 に つ い て

保 険 商 品 の ご 案 内

業 績 デ ー タ

法 人 情 報



郵 政福祉は、1954年設立の郵政互助会を存続法人として他2財団法人と統合し、
2005年10月に設立されました。以来、日本郵政グループで働く皆さまの豊かな暮

らしの応援と安心の提供を目的に、退職給付保険、災害保険および社員援護保険の3保険
商品を中心としたサービスを提供しています。
　基幹商品である退職給付保険は、多くの方にご理解いただき、2020年度末では、約18
万7千人の社員の皆さまにご加入いただいています。2020年度は、退職された7,328人
の皆さまに約194億円の退職給付金をお支払いいたしました。
　災害保険では、2020年度も多くの皆さまにご加入いただき年度末保有口数は前年比約1
万口増加となり、また保険金を10億円あまりお支払いいたしました。社員援護保険は、死亡・
障害等に備える保険ですが、引き続き12万人を超える皆さまにご加入いただいています。
　コロナ禍の中にもかかわらず、このように多くの皆さまに支えられて順調に事業を展開
することができました。皆さまのご愛顧に厚く御礼申し上げます。
　事業経営にあたっては、内部統制（ガバナンス）の充実を図るとともに、お預かりした保険
料についてはより安全性を重視した資産運用に心掛け、財政基盤の強化に努めています。
2020年度においては、超低金利が続くなど依然として厳しい運用環境下にありましたが、
金融資産運用、不動産運用ともに安定した収益を確保できました。結果、事業損益は引き続
き黒字となり、堅実な財政基盤を確保できています。
　郵政福祉では、今後とも健全経営を維持しつつ、日本郵政グループで働く皆さまにより良
いサービスを提供できるよう、職員一丸となって取り組んでまいります。引き続き、皆さまの
あたたかいご理解とご支援を賜りますよう心からお願い申し上げます。

郵政福祉 理事長

小野寺 武

ごあいさつ

健全経営を維持しつつ
お客さまサービスの向上に取り組んでいます

一般財団法人郵政福祉は、日本郵政グループ社員等の
皆さまの豊かな暮らしの応援と安心の提供に努めます。

経 営 理 念

行 動 指 針

お 客 さま 第 一 主 義
私たちは、日本郵政グループ社員等の皆さまへの奉仕を第一とする精神をすべての業務の原点に置き、常に質の高い
サービスの提供に努めます。

人 間 の 尊 重
私たちは、すべての業務に関わる人の尊厳と基本的人権を守り、そのことにより事業と人の持続的成長を図ります。

社 会 へ の 貢 献
私たちは、環境に配慮し、事業活動の中で積極的に社会に貢献します。

法 令 の 遵 守
私たちは、高い倫理観を持つことを誇りに、すべての業務においてコンプライアンスを徹底し、社会的責任を果たします。
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4月
7日

歴代最長連続在職（7年8か月）安倍首相、辞任表明 8月
28日

GDP年率換算27.8％減、戦後最大の下落 8月
17日 7月豪雨　支払状況

108件
133,160千円（2021年6月30日現在）

2020年12月〜
2021年1月
記録的大雪　支払状況
426件
115,586千円（2021年6月30日現在）

2 0 2 0 年 度 郵 政 福 祉トピックス

2020年度郵政福祉トピックス

　2020年度に起きたトピックスをまとめました。郵政福祉として新型コロナウイルス感染症対策の環境

整備を行ったうえで、各地方本部を中心に日本各地で起きた自然災害への対応にあたりました。

世 の 中 の ト ピ ッ ク ス 郵 政 福 祉 の ト ピ ッ ク ス

令和2年7月豪雨　九州を中心に記録的な豪雨被害
7月
4日

10月
23日

スマホ5G時代本格化、
アップルなど各社が対応機種発売

アニメ映画「鬼滅の刃」、国内最速で興行収入100億円突破 10月
26日

新型コロナウイルス感染症への対応
●  「新型コロナウイルス対策本部」の

設置
●  社員援護保険「事故等死亡保険金」

の支払適用措置

●  災害保険金請求書ダウンロード
　ページを開設

65歳定年制の導入に伴う取り組み
●  情報誌「RinRin」2020年5月号、8

月号、2021年2月号および退職給
付金額のお知らせ（2020年6月発
送）にて概要説明・手続き案内

スーパーコンピューター計算速度で
理化学研究所と富士通が開発した「富岳」が世界一

6月
23日

レジ袋有料化スタート 7月
1日

将棋の藤井聡太棋士が最年少タイトル 7月
16日

菅首相誕生、新内閣が発足 9月
16日

1都3県に緊急事態宣言再発出 1月
8日

福島県沖地震 2月
13日

東日本大震災から10年 3月
11日

全国各地で記録的な大雪 12月〜
1月

台風9号・10号　九州を中心に豪雨被害 9月 台風9号・10号　支払状況
464件
129,815千円（2021年6月30日現在）

福島県沖地震　支払状況
428件
62,404千円（2021年6月30日現在）

新型コロナウイルス感染症拡大に伴い、
７都府県に緊急事態宣言発出
16日に対象を全国に拡大
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2020年度郵政福祉トピックス

○新型コロナウイルス対策本部の設置

　2020年4月7日に発出された新型コロナウイルス感染

症の拡大に関する政府の緊急事態宣言に迅速、適切に対

応するため、2020年4月9日付で「新型コロナウイルス対

策本部」を設置しました。

○新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う
　社員援護保険「ゆうライフ」の保険金の
　支払い対応

　社員援護保険「ゆうライフ」は、被保険者が不慮の事故な

どにより突発的に亡くなられた場合、ご遺族の方々が被る

影響が大きいことを踏まえ、死亡保険金に加えて「事故等

死亡保険金」を設けています。本商品は、不慮の事故の他に、

「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する

法律」に規定する一類感染症および二類感染症により亡く

なった場合、「事故等死亡保険金」をお支払いしています。

新型コロナウイルス感染症は、政令により一類感染症また

は二類感染症と同程度の措置が講じられていたことや、感

染症として生命および健康に及ぼす重大な影響を踏まえ、

被保険者が新型コロナウイルス感染症により亡くなられた

場合には「事故等死亡保険金」のお支払い対象としました。

○感染防止対策の徹底

　感染防止対策として、職員へ感染予防の注意喚起を促す

とともに、全国の事務所にマスクや消毒液、体温計、フェイ

スシールドの配布およびパーテーションや空気清浄機の設

置を強化しました。会議・研修についてはWEBでの実施を

基本とし、職員の在宅勤務や時差出勤を推進しました。ま

た、お客さまに配慮して、郵便局等への訪問活動を控え、個

別訪問を行う場合には万全な感染対策のもと行いました。

　郵政福祉が保有するビルでは、エントランスに消毒液を

常備し、不特定多数が触れる共用部分の消毒を定期的に

行い、感染防止に努めました。万が一感染者が発生した場

合に備え、フロアを即時に消毒対応できるよう、消毒業者

をあらかじめ定めています。

　昨今の新型コロナウイルス感染症により影響を受けられた皆さまに謹んでお見舞い申し上げます。

依然として収束の兆しが見えない中、郵政福祉ではお客さまおよび職員の健康と安全を最優先として

取り組み、お客さまサービスの充実と事業の品質の向上に努めました。

新型コロナウイルス感染症への対応Topics 1

外出時は、感染予防対策をしたうえで、常に「対策カード」を携行しています。
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RinRin2021年2月号

2020年度郵政福祉トピックス

❶日本郵政グループの
　65歳定年制導入に対する取り組み

　2021年度からの日本郵政グループの65歳定年制導

入に伴い、ご加入者の皆さまに向けて、情報誌「RinRin」

やホームページ、各種通知等を通じて説明に取り組みま

した。

　情報誌「RinRin」2020年5月号、8月号では、「日本郵

政グループ65歳定年制の導入に伴う重要なお知らせ」を

掲載、6月には「退職給付金額のお知らせ」に案内文書を

同封し、全ご加入者さまに向けて周知の徹底を図りまし

た。情報誌「RinRin」2021年2月号では、「令和2年度に

満60歳となられた退職給付保険のご加入者さまへ」と題

し、具体的な手続き方法についてのご案内を行いました。

　また、対象となるご加入者の皆さまに個別のご案内を

行い、手続きの漏れがないよう周知に努めました。

❷退職給付保険「ゆうイング」
　商品説明動画の公開

　昨今のコロナ禍により、対面で商品をご案内すること

が困難となっていることから、2021年4月より、当法人の

ホームページ上に退職給付保険「ゆうイング」の商品説明

動画を掲載しました。お客さまに気軽に「ゆうイング」の内

容をご理解いただけるように対応しました。

退職給付保険の取り組みについてTopics 2

RinRin2020年8月号

https://www.yuseifukushi.or.jp/service/youing/
または右記のQRコードからアクセスしてください。
※QRコードは株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

ここをクリック!
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2020年度郵政福祉トピックス

災害保険の取り組みについて

その他 ○郵政福祉の65歳定年制導入について

Topics 3

Topics 4

退職給付保険の取り組みについて

❶ご高齢の契約者さまへの対応

　近年、超高齢社会の伸長に伴い、保険契約者に占めるご高齢者の割合も増加しており、当法人においても、ご高齢の契約

者さまに対する取り組みとして、新規契約（配偶者継続）および契約更新の際に、ご親族さまの連絡先取得を図り、ご親族さま

等にもご契約内容を確認いただくことや、ご高齢の契約者ご本人さまが保険金請求手続きが困難な場合、ご親族さま等が代

行して保険金請求手続きを行えるよう対応しました。今後も、お客さまに寄り添った、より一層きめ細やかな対応に努めてま

いります。

❷災害保険金請求書ダウンロードページを開設

　2021年4月より、当法人のホームページ上にて、災害保険金請求書（風水害・震災）をダウンロードして請求いただけるページ

を開設しました。災害保険のご加入者さまが、台風や豪雨などの風水害または震災等による被害を受けた際、当該ページより重

要事項等の確認および被災内容等を入力していただくことで、災害保険金請求書およびご確認・ご回答いただいた内容のお客

さま控えをダウンロードすることができます。ダウンロードした災害保険金請求書等の必要書類をご用意のうえ、当法人に提出い

ただくことで、よりスムーズに保険金をご請求いただくことが可能となりました。今後も、お客さまへ1日でも早く保険金をお支払

いできるよう努めてまいります。

　少子高齢化の急速な進展により若年労働力人口の減少が続いており、働く意欲と能力のある高齢者が活躍できる場の創

出が社会全体の課題となっていることから、郵政福祉においても、2020年度に満60歳に到達した職員から65歳定年制を

導入しました。高齢層職員の能力および経験を活用し、より良い事業運営が行えるよう努めてまいります。

左記のQRコードから
アクセスしてください。

ここをクリック!

郵政福祉HPにアクセス 重要事項の確認、
被災内容等を入力

災害保険金請求書類
一式を印刷
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　保険料収入はご加入者さまから払い込まれた保険料（退職給付保険、災害保険、社員援護保険）の額を計上しています。

　保険金等支払額は、ご加入者さまにお支払いした保険金（退職給付保険、災害保険、社員援護保険）の額を計上しています。
　※再保険料を除く。

　年度末現在の契約数は、退職給付保険、災害保険、社員援護保険の各契約数および退職給付金の分割給付受給者数の
合計です。

最新の概況
2020年度における保険商品の概況

● 保険料収入

● 保険金等支払額

● 契約数

最新の概況

237億円

237億円

52万件
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　総資産は、その大半がご加入者さまからお預かりしている保険料です。将来お支払いする保険金等の原資にあたる
ため、安全かつ確実に運用しています。

事業費率＝事業費÷収入保険料
　事業費率とは収入保険料に対する事業費の割合をいいます。事業費は新規契約および保有契約の維持・保全や保険金等
の支払いに必要な費用のうち資産運用などに要する経費を除いた、保険引受に係わるものを計上しています。

2020年度における保険商品の概況

最新の概況

● 総資産

3,668億円

● 事業費率

7.7％

　保険契約準備金とは、保険契約に基づく保険金支払いなどの責任を果たすために、決算期末に積み立てる準備金で、
支払備金および責任準備金で構成されています。

● 保険契約準備金

3,329億円

最
新
の
概
況

経
営
体
制
に
つ
い
て

保
険
商
品
の
ご
案
内

業
績
デ
ー
タ

法
人
情
報
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資産の長期的・安定的な運用について

　郵政福祉における金融資産運用リスク管理は、リスク管理基本方針等に則り、金融資産の運用に係るリスク
量を定期的に測定・把握することとしています。
　定期的に測定・把握したリスク量は、四半期ごとにリスク管理委員会※4に報告し、同委員会から指示があっ
た場合には、速やかにそのリスクを制御する等の対応をとることとしています。

　郵政福祉の資産総額は3,668億円。将来の保険金等を確実にお支払いするため、加入者の皆さまからお
預かりした保険料を安全かつ効率的に運用しています。また、長期的・安定的な運用収益を確保するため、
リスク管理やポートフォリオ管理を強化しています。

● 金融資産運用におけるリスク管理

※ 1「金銭の信託」には、投資一任契約（投資顧問）および指定金銭信託
　　  契約等（信託銀行）に基づく委託運用分を計上しています。

※4　法人全体のリスクを把握しコントロールするための委員会（P14〜15参照）

　金融資産の運用にあたっては、安全性、収益性、流動性に配慮した運用を行っています。自家運用※2において
は、負債の性格に合わせたうえで高格付の社債等による安定した収益確保を目指す運用を行っています。
　委託運用※3においては、組み入れ資産の種類や運用スタイル等に配意し、株式市場の変動にも大きな
影響を受けることなく、安定的な収益を確保する運用を行っています。

● 金融資産運用に対する考え方

※ 2　自ら有価証券の売買などの資産運用を行うこと。
※ 3　有価証券の売買などの資産運用を外部の運用機関に委託すること。

最新の概況
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収益性と健全性について

　保険料収入は、退職給付保険、災害保険および社員援護保険
のご加入者さまから納入いただいているものです。
　2020年度における保険料収入は237億30百万円となってお
り、保険金等をお支払いするまでの期間、安全かつ効率的な資
産運用を心掛けています。

　責任準備金とは、将来の保険金等のお支払いに備えて、保険業法で積み立てが義務付けられた準備金です。
責任準備金は、通常予測できる範囲のリスクに備えた「保険料積立金」および「未経過保険料」と、通常の予
測を超えて発生するリスクに対応する「異常危険準備金」で構成されています。
　郵政福祉では、法令に基づき責任準備金を適正に積み立てていることを、毎年保険計理人が確認しています。

　認可特定保険業者※に求められる財産的基礎は、保険業法及び認可特定保険業者等に関する命令で、
純資産額が1,000万円以上とされています。
　純資産額は、貸借対照表の資産の部に計上されるべき金額の合計額から、負債の部に計上されるべき
金額の合計額（価格変動準備金に相当する額と異常危険準備金に相当する額を除く）を控除した額です。
　お客さまへの保険金支払能力を維持するため、十分な純資産を保持しておく必要があり、引き続き、安
定的に剰余を確保できるよう取り組んでまいります。

　日本郵政グループの多くの皆さまにご加入いただいている当法人の保険商品は、ご加入から保険金等
を受け取るまでの期間が長期にわたることから、財務基盤の強化に努め、確実に保険金等をお支払いする
責任を将来にわたって果たしてまいります。

3,220億74百万円

343億06百万円

●保険商品における「保険料収入」

●保険金の支払いに備えた「責任準備金」の積み立て

●十分な「純資産額」の確保

保険料
収入

責任
準備金

純資産額

2020年度末

2020年度末

※認可特定保険業者とは
認可特定保険業者とは、保険業法の一部を改正する法律（平成
17年法律第38号）の公布日に特定保険業（共済事業）を行って
いた団体等のうち、行政庁の認可を受けて、引き続き特定保険
業を行っている一般社団・一般財団法人（公益社団・公益財団法
人を含みます）をいいます。（特定保険業）　

237億30百万円

2020年度末

最新の概況
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コーポレートガバナンスについての取り組み

内部統制システムの整備

　経営の適正性や透明性を確保するため、外部からの視点や意見を積極的に取り入れています。また、
経営への牽制機能を確保するため、評議員会において複数の社外の方を理事（非常勤）として選任する
とともに、内部監査機能を担う監査室を設置し、コーポレートガバナンス（企業統治）が十分機能する体
制をとっています。

　一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（第90条第4項第5号）に基づき、「内部統制システムの整備に
関する基本方針」を制定し、内部統制システムの整備を行っています。

内部統制システムの整備に関する基本方針（概要）

１ 理事の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
２ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
３ 理事の職務執行が効率的に行われることを確保するための体制
４ 役職員の職務の執行が法令等に適合することを確保するための体制
５ 監事の監査が実効的に行われることを確保するための体制

経営体制について

経営体制について
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コンプライアンス（法令遵守）の推進
　郵政福祉では、全役職員がコンプライアンスの担い手であると認識し、お客さまをはじめ、社会の信頼
に応え、誠実に仕事をしていくことを心掛けています。コンプライアンスが業務遂行の前提であるという
基本理念の下、その推進に取り組んでいます。

コンプライアンス宣言

１ 商品・サービスの適正な提供
私たちは、経営理念に即した商品の開発と適正な提供を行います。
お客さまに提供するサービスについて、正確な表示・広告・説明を行
います。

２ お客さま情報の保護
私たちは、職務上知り得た情報の重さを認識し、適正かつ慎重な
取扱いをします。

３ 適正・公正な取引
私たちは、販売、調達および資産の運用において、適正・公正な取
引を行います。

４ 法人財産の保全
私たちは、法人の情報および財産を適切に保全・管理します。

5 反社会的勢力との対決
私たちは、社会の秩序や企業の健全な活動に脅威を与える反社会
的な勢力に対して、毅然とした態度を取ります。反社会的勢力に経
済的な利益を供与しません。

６ 社会的規範の遵守
私たちは、あらゆる法令、その他の社会的規範を遵守し、誠実かつ
公正に行動します。

７ 働きやすい職場づくり
私たちは、お互いの人格を尊重し、お互いに協力し合い、自由に意
見交換できる働きやすい職場環境をつくります。いかなるハラスメ
ントも許しません。
労働関係法令を遵守し、職場の安全衛生の向上に努めます。

一般財団法人郵政福祉は、コンプライアンスの徹底を経営の最優先課題と認識し、コンプライアンスをすべての活動の基本
に置くことを宣言します。

　法令遵守の徹底・推進を目的として、あらゆる機会を通じて全役職員を対象にコンプライアンス研修を
実施しています。

　コンプライアンスマニュアルを作成し、全役職員がいつでも閲覧できるようにしています。

　社会の秩序や企業の健全な活動に脅威を与える反社会的な勢力に対して、毅然とした対応に努めます。

　重要項目に関する自主点検を定期的に実施し、日常業務における不備を的確に発見し、早期に是正するよ
う対応しています。

　組織的または個人的な法令違反行為等に関する相談や通報があった場合の適正な処理の仕組みを定め、
不正行為等の早期発見と是正を図り、コンプライアンスの強化を推進します。

指示 報告

コンプライアンス委員会（委員長：理事長）
（1）基本方針、計画および体制の策定　（2）関係規程類の制定　（3）教育・研修の計画策定および実施

コンプライアンス推進責任者（本部：部・室長）（地方本部：本部長）

コンプライアンス推進担当者（本部：課長）（地方本部：次長または課長）

● コンプライアンス体制

経営体制について

● コンプライアンス研修

● コンプライアンスマニュアル（行動規範）

● 反社会的勢力への対応

● 日常業務における点検

● 内部通報制度
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教育・研修の推進
　役職員の意識改革と業務知識の向上等を図るため、教育・研修の推進に取り組んでいます。

○  新規採用者研修

　新規採用者に対し、ビジネスマナーやコンプライアンスの重要性をはじめ基礎的な業務知識を付与する
ための研修を実施しています。

○  新規採用者フォローアップ研修

　採用後1年半が経過した職員を対象に、担当する業務や職場での悩み事等について情報交換し、仕事へ
のモチベーションを高めるための研修を実施しています。

○  業務研修

　保険業法等関係法令を遵守した加入勧奨活動やお客さま対応を浸透・徹底することを重点に、各マニュ
アルに基づく実践的な研修を実施しています。

●  WEB 研修

　経理・会計事務をはじめ事業全般にわたる職員の業務知識の向上と事務処理の適正化を図るため、
本部各部署がWEB会議システムを活用した研修を実施しています。

○  部外研修

　金融資産運用、商品管理（保険数理）および情報システムの各部は、特に専門的知識を必要とする部
署であることから、これらの業務に従事する担当者の資格取得や資金運用・システム等に関する知識の
習得に向けて、部外セミナー等に担当者を参加させています。

新規採用者研修の様子WEB研修の様子

経営体制について
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勧誘方針

個人情報保護への取り組み

一般財団法人郵政福祉個人情報保護方針

１情報の取得
業務上必要な範囲で、かつ、適法かつ公正な手段によって、お客さ
まの個人情報を取得いたします。

２取得する情報の種類と取得方法
業務上必要な範囲で、お客さまの住所・氏名・生年月日等の情報を
取得いたします。
お客さまに保険契約の申込書や請求書に記載・提出いただくこと等に
より、取得させていただきます。また、アンケート等の実施により、イン
ターネットやハガキ等で取得させていただくことがあります。

３利用目的
お客さまの個人情報は、次の業務上必要な範囲でのみ利用いたします。
ただし、保健医療等の機微情報については、保険業法施行規則第53条
の10の規定により限定された目的以外には利用いたしません。
（1） 保険契約の引受、管理、保険金・給付金等の支払い
（2） 保険以外の商品・サービスの契約の管理
（3） 商品・サービスの案内・提供
（4） アンケートの実施、その他商品・サービスの提供に関連・付随

する業務

４情報の保護・管理
個人情報保護のための組織体制を整備し、お客さまの個人情報の
適正な保護・管理に努めます。また、お預かりした個人情報を正確
かつ最新の内容に保守するとともに、不正アクセス・紛失・破壊・改
ざん・漏洩等を防止する措置を講じます。

５情報の提供
次の場合を除き、お客さまの個人情報を第三者に提供いたしません。
（1） あらかじめお客さまの同意があるとき。
（2） 業務遂行上必要な範囲で、お客さまの個人情報を業務の委

託先に提供するとき。
（3） 保険金の支払いに関し、当法人の負担分を超える額を求償する

ため、お客さまの個人情報を保険会社等へ提供するとき。
（4） 個人情報の保護に関する法律第23条第1項の規定等によ

り、お客さまの同意を得ないで、お客さまの個人情報を第三
者に提供することが認められているとき。

６情報の開示・訂正・削除等
お客さまから、ご自身に関する情報の開示・訂正・削除等要請があった
場合は、ご本人であることを確認したうえで、適切に対応いたします。

７継続的な改善
本方針に沿った運用がされているかを点検・評価し、継続的な改善
に努めます。

８お問い合わせへの対応
お客さまからの個人情報の取扱いに関するお問い合わせについて
は、次の窓口で適切に対応いたします。

［担当部署］一般財団法人郵政福祉総務部
［電話番号］（03）3502-3799
（受付時間9：00〜17：00　土日祝日及び年末年始を除く。）

一般財団法人郵政福祉では、お客さまからの信頼を第一と考え、「個人情報の保護に関する法律」等の法令及びこれに基づ
く内部規程を遵守し、お客さまからお預かりした個人情報の適正な管理・利用と保護に努めてまいります。

　ご加入いただいている皆さまの個人情報は、適切な管理・利用ならびに保護の徹底を第一に心掛け、「個
人情報保護方針」を制定・公表しています。また、個人情報の保護に関する教育や、情報システムのセキュリ
ティ向上等により個人情報の適正な管理に努め、その徹底・強化を図っています。

　郵政福祉の事業は、日本郵政グループ社員等の福祉増進の一翼を担うものとして、加入対象者である日本
郵政グループ社員等に広く浸透し、親しまれてきています。私たちは、各商品の加入対象者の皆さまに一層の
ご理解をいただくよう、各商品の「勧誘方針」を次のとおり定め、これに基づいて勧奨活動を行います。

１ 保険業法、金融商品の販売等に関する法律、消費者契約法、金融商品
取引法、個人情報の保護に関する法律及びその他の法令の趣旨を遵
守し、適切な募集活動に努めます。

　 なお、加入のお勧めに際しましては、各商品等の重要な事項につい
て、お客さまに正しくご理解いただけるよう努力してまいります。

２ お客さまの各商品に関する知識・加入経験、加入目的・財産状況等を
総合的に勘案し、お客さまの意向と実情に適合した説明により、ご理
解を得るよう努力してまいります。

３ 各商品の勧誘にあたり、お客さまへの立場に立って、勧誘時間、勧誘
場所、勧誘方法についても十分に配慮します。 なお、お客さまと直接
対面しない勧誘（例えば、通信による勧誘等）を行う際にも、説明方法
等工夫し、お客さまにご理解いただけるよう努力してまいります。

４ 各商品の給付金・保険金等のお支払い、ご請求手続き及びお客さま
からのお問い合わせについては、迅速かつ的確に行うよう努力して
まいります。

５ お客さまのプライバシーを尊重するとともに、各商品にご加入される
際に、当法人にお知らせいただきましたお客さまに関する情報は、適
正な取扱いにより、個人情報の保護に努めてまいります。

６ 適正な販売を行うために、事務管理体制の整備や販売にあたる者の
研修に取り組みます。

７ お客さまのさまざまなご要望・ご意見の収集に努めるとともに、それ
を今後の販売活動に反映していくよう努力してまいります。

経営体制について
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反社会的勢力への対応

リスク管理体制

　郵政福祉では、「一般財団法人郵政福祉反社会的勢力対応規程」に則り、反社会的勢力に対する体制整備と
毅然とした対応に努めてまいります。

　保険事業をはじめとした事業運営上のリスクを総合的に把握・管理し、経営基盤の安定と健全性を確保します。

一般財団法人郵政福祉反社会的勢力対応規程（概要）

（基本的な考え方）
郵政福祉は、経営理念に則り、反社会的勢力との関係遮断及び不当な要求等に対する拒絶を経営理念の実践における基本的事項として位
置づけ、適切な対応を行うことに努める。

（対応上の基本原則）
反社会的勢力による被害を防止するための基本原則は次のとおりとする。
（１）　反社会的勢力による不当な要求等には、理事長以下、組織全体として対応する。
（２）　反社会的勢力による不当な要求等に対応する役職員の安全を確保する。
（３）　反社会的勢力による不当な要求等に備えて、平素から、外部の専門機関と密接な連携関係を構築する。
（４）　反社会的勢力とは、取引関係を含めて、一切の関係を持たない。また、反社会的勢力による不当な要求等は拒絶する。
（５）　反社会的勢力による不当な要求等に対しては、民事と刑事の両面から法的対応を行う。
（６）　反社会的勢力による不当な要求等が、不祥事を理由とする場合であっても、事実を隠ぺいするための裏取引は絶対に行わない。
（７）　反社会的勢力への資金提供は、絶対に行わない。

　「リスク管理基本方針」に基づき、郵政福祉が保有するリスクの状況を把握し、適切にリスクコントロール
することで財務の健全性を確保するとともに、リスクと収益を適切に管理しています。また、この基本方針に
基づき各リスク管理規程等を制定し、リスク管理に関する組織体制や業務の遂行に関する重要な事項を定
めています。
　リスクの状況はリスク管理委員会に報告され、それぞれのリスクが経営全体に及ぼす影響について統合
的に管理し、その結果については担当部署に指示・通知します。なお、同委員会はその状況について理事会
への報告が義務付けられています。

● 体制

経営体制について
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■  流動性リスク
資金繰りリスクとは、運用と調達の期間のミスマッチや巨大災害の発生等の予期せぬ資金の流失により
資金確保が困難になる、または通常よりも著しく高い金利での資金調達を余儀なくされることにより、
取引量が減少し損失を被るリスクです。

市場流動性リスクとは、保有資産（銘柄）を市場で売却する場合において、売却額が大きいことにより
市場が混乱し取引が成立しないことなどで、不利な価格での売却を余儀なくされることにより損失を
被るリスクです。

資金繰りリスク

市場流動性リスク

■  資産運用リスク

金利、為替、株式等の市場の変動により、保有資産の価値が変動し損失を被るリスクです。

債券発行体のような信用供与先の財務状況の悪化や、契約者貸付の貸倒等により、
保有資産の価値が減少ないし消失し損失を被るリスクです。

空室率の増加による不動産収入の減少や、
市場の悪化等に伴う資産価値の変動等により損失を被るリスクです。

市場リスク

信用リスク

不動産リスク

■  保険引受リスク

金利が保険料設定時の予測に反して変動することにより損失を被るリスクです。

巨大災害（地震、噴火、津波）等の影響で予期せぬ巨額の保険金支払いが発生することにより
損失を被るリスクです。

保険事故の発生率等が保険料設定時の予測に反して変動することにより損失を被るリスクです。また、保険
募集・保険契約の引き受けにあたり、保険引受基準が順守されないことにより損失を被るリスクです。

金利リスク

巨大災害等リスク

保険事故発生率等
リスク

■  オペレーショナルリスク

コンピュータシステムのダウンまたは誤作動等、システムの不備等に伴い損失を被るリスク、
さらにコンピュータが不正に使用されることにより損失を被るリスクです。

職員等が業務の遂行にあたり、正確な事務処理を怠る、あるいは事故、
不正等を起こすことにより、当法人が損失を被るリスクです。

当法人の資産の健全性・収益力、商品内容・サービス水準などに関する噂や憶測、評判等のあいまい
な情報や、事故および不祥事等の発生に伴う誤解、誤認、拡大解釈等が、お客さま、マスコミ等に広が
ることにより、当法人が直接または間接の損失を被るリスクです。

システムリスク

事務リスク

風評リスク

　リスク管理にあたっては、担当部署がそれぞれの業務を遂行する中で自らリスクを管理するとともに、法人全体
でのリスクの把握とコントロール、内部統制をより確かなものとするためにリスク管理委員会を設置しています。

● リスク管理委員会の役割
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ディスクロージャーの充実
　ディスクロージャー誌、情報誌『RinRin』等の印刷媒体、また、ホームページやメールマガジン等の電子媒体
にて郵政福祉の取り組みや経営情報を提供し、お客さまに安心してご加入いただけるよう取り組んでいます。

　郵政福祉は2013年度に特定保険業を行う一般財団法人に移行
後、ディスクロージャー誌を発行しています。当該年度の事業および財
務内容等についてわかりやすい開示を心掛けるとともに、ホームペー
ジ等を通じ、広くお客さまに情報提供を行っています。

　『RinRin』（発行部数39.2万部）では、当該年度の事業報告・決算
報告等の経営情報や各種保険商品の概要、提携している施設・サービ
ス等の情報を発信しています。
　そのほか、読者参加型の企画として、読者の皆さまの夢を専門家や著
名人が応援する「夢をかなえて」や、生活経済ジャーナリストが監修する

「マネーコラム」など日常に役立つコンテンツ等、日本郵政グループの
皆さまに楽しんでいただけるような内容を掲載しています。

● ディスクロージャー誌

● 情報誌『RinRin』

経営体制について
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● ホームページ

郵政福祉ホームページ　https://www.yuseifukushi.or.jp/

ホームページでは、各保険商品の概要、保険金請求等の各種お
手続き、重要事項等説明書および普通保険約款を掲載しているほ
か、退職給付金請求書、祝品請求書、契約者貸付申込書等をダウン
ロードしていただけます。

そのほか、退職給付保険のご加入者さまが利用できる「ゆうイング
プレミアムサービス」をはじめ、日本郵政グループの皆さまにご利用
いただけるサービスやレジャー・宿泊施設等をご案内しています。

　毎月発行のメールマガジン『ゆうふくメールニュース』では、会員
制団体ガソリンカードの価格情報や季節限定の施設情報等をご案
内するほか、情報誌『RinRin』の読者参加型企画「夢をかなえて」
で紹介できなかった専門家や著名人の取材こぼれ話を、メルマガ
会員限定で配信しています。

郵政福祉メールマガジンのご登録方法

● ホームページからのご登録
https://www.yuseifukushi.or.jp_member/mailmag/

● スマートフォンからもご登録いただけます

● メールマガジン
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　郵政福祉に寄せられたお客さまの声は、多い時では月数千にのぼることもあります。総務部ではその一つひとつの声
を経営に生かすために、毎月データベースを検索し、整理と分析を行っています。特にこれまでになかった声や、逆に頻
繁に見られる要望等については注視しています。

　毎月開かれるお客さまサービス向上委員会は、総務部が整理・分析した資料をもとに、いま郵政福祉に求められて
いるものがなにか、まさにお客さまの声を把握する機会となっています。そこで取り上げられる問題は多岐に渡ります
が、各部門のトップが集まることで、サービスの質や商品力を向上するために的確な対応を探り、実行に移すことがで
きる体制となっています。

お客さまの声を経営に活かすための取り組み
　郵政福祉では、本部や地方本部、コールセンター等に寄せられる「お客さまの声」を真摯に受け止め、迅
速かつ適正に対応を行っています。2020年度にデータベースへ登録された「お客さまの声」は39,562
件、その背景にある課題やお客さまのニーズ等を分析し、問題や課題を解決することはもちろん、商品・
サービス等の改善や業務品質の向上に積極的に活かすよう努めています。

① 整理・分析
　お電話・お手紙等でいただいた多岐にわたるお客さまの声は、まずデータベースに集約・蓄積されます。
その後、毎月開催される共済事業部のお客さまサービス向上会議で整理・分析が行われます。

① ②

② お客さまサービス向上委員会
　共済事業部で整理・分析されたお客さまの声は、総務部においてさらに内容別に整理・分析が行わ
れ、情報誌『RinRin』の読者から寄せられたご意見・ご要望とともに四半期ごとに開かれる「お客さまサービ
ス向上委員会」に報告され、今後の対応策について議論が行われます。お客さまサービス向上委員会は各部
の責任者で構成されており、各部が責任をもって対応する仕組みになっています。

　郵政福祉に寄せられるお客さまの声は、多い時で月数千件に上ることもあり
ます。共済事業部ではその一つ一つの声を経営に活かすため、毎月お客さまサー
ビス向上会議を開催し、データベースに蓄積されたお客さまの声の整理・分析を
行っています。特にこれまでなかったご意見・苦情や、逆に頻繁に見られるご要望
については注視しています。

　四半期ごとに開かれるお客さまサービス向上委員会は、総務部がお客さまから寄
せられるご意見等を基に、いま郵政福祉に求められているものがなにか、まさにお客
さまの声を把握する機会となっています。そこで取り上げられる問題は多岐にわたり
ますが、各部のトップが集まることで、商品・サービスの質を向上させるために明確
な対応を探り、実行に移すことができる体制となっています。

共済事業部
担当

お客さま
サービス

向上委員会
事務局

● お客さまの声が商品の改善や業務品質向上に活かされるまでの過程

経営体制について

18 2021 郵政福祉の現状



高 齢 契 約 者 に 対 する 取り組 みお 客 さ ま の 声

契 約 内 容 ごとの 案 内 チ ラシお 客 さ ま の 声

　「災害保険・社員援護保険契約更新のご案内」は年1回ご加入者さまに送付しています
が、従来は契約内容にかかわらず同一のチラシを同封していました。2021年4月1日始期
ご契約の方より、ご確認いただきたい重要事項およびどのような時に契約変更手続きが必
要かについて分かりやすく要点を絞って説明した案内書類を、ご加入者さまの契約内容に
応じて同封するよう改善しました。

改善内容

　超高齢社会の到来に伴い、保険契約者に占める高齢者の割合も増加傾向にあることか
ら、契約者保護とトラブルの未然防止のため、当法人においてもご高齢（70歳以上）の契約
者さまに対するより一層丁寧な取り組みを行うこととしています。
　具体的には、新規契約（配偶者継続）時・契約更新時にご親族さまの連絡先をご記入いた
だき、ご親族さま等にも必要に応じてご契約内容をご説明させていただきます。また、ご高
齢の契約者ご本人さまが保険金請求の手続きが困難な場合、ご親族さま等が代行して保険
金請求手続きを行えるようにしました。

改善内容

　従来、災害保険金の請求は、被害にあわれたご加入者さまからのご連絡を郵政福祉が受け
付けた後に、当法人から請求書を送付しており、大規模災害発生時等の電話が集中しやすい状
況下では、ご加入者さまをお待たせすることがありました。その対応として、2021年4月1日よ
り、台風や豪雨などの風水害および震災による被害の場合に限り、災害保険金請求書をダウン
ロードしていただけるページを開設しました。
　ダウンロード後は印刷いただいた災害保険金請求書等に必要事項をご記入いただき、必要
書類を添付のうえ、当法人にご提出ください。

改善内容

「災害保険・社員援護保険契約更新のご案内」が毎年送付されてくるが、
何を確認すればいいのか、よく分からない。

● 改善事例

災 害 保 険 金 請 求 書 ダ ウン ロ ード ペ ージお 客 さ ま の 声

大型台風や、地震の際に、電話がつながりにくいので、災害保険金請求書を
ホームページからダウンロード印刷できるようにしてほしい。

契約者本人が高齢により保険金の請求手続きを行うのが困難で
あるため、家族が代行して行えるように対応してほしい。

経営体制について
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保険商品のご案内

令和３年度版

退職給付保険
グゆ う イ ン

ご契約時にご確認いただきたいこと
[ 基本給付率等について ] 
　基本給付率は、本保険事業の健全性を確保するため、市場金利および財政状況を考慮し、変更することがあります。なお、基本給付率を変更した場合に
おいて、変更前の基本給付率で算出した退職給付金相当額と変更後の基本給付率で算出した退職給付金相当額とに差額が生じる場合には、次の各号のと
おり調整します。
(1) 変更前における退職給付金相当額が変更後の退職給付金相当額を上回る場合は、その差額を退職給付金に加算します。
(2) 変更前における退職給付金相当額が変更後の退職給付金相当額を下回る場合は、その差額を退職給付金から減算します。
※退職給付金相当額とは、基本給付率変更時に退職したと仮定して算出した退職給付金額とします。なお、基本給付率変更時に、変更時以前に算出した調整する額がある保険契約者の変更時の退職給付金

相当額は、退職給付金相当額と変更時以前に算出した調整する額の合計とします。

[ 解約払戻金について ]  
　ご契約を解約される場合は、郵政福祉地方本部までご連絡くださ
い。保険料払込期間中にご契約を解約される場合は、保険料払込期間
の月数により右表の割合で算出した額を解約払戻金としてお支払い
します。解約払戻金の額は、保険料払込期間の月数により異なり、月数
が180月未満(加入15年未満) の場合は払い込まれた保険料を下回
ります。
[ 契約者貸付について ] 
　保険契約者（分割給付金受給者は除きます。）の方に、資金をご用立てする貸付があります。詳細につきましては、「契約者貸付のごあんない」または「ご
契約のしおり」等をご確認ください。
[ 保険期間中の保険料または保険金額の変更 ]  
　当法人は、業務または財産の状況に照らして特定保険業の継続が困難になる蓋然性がある場合には、当法人の定めるところにより、保険期間中において、
主務官庁の認可を得て、保険料を増額しまたは保険金額を減額する変更を行うことがあります。
[ 保険契約者保護機構について ] 
　退職給付保険は、保険業法第270条の３第２項第１号に規定する保険契約者保護機構への移転等の補償対象契約ではなく、また、当法人に対しては同機
構が行う資金援助等の措置の適用はありません。
[ 税務上のお取扱いについて ] 
　退職給付金は、分割支払による受取への申込みにかかわらず、支払いを受けた年の一時所得として課税されます。個別の税務取扱い等については、所
轄の税務署等にご確認ください。

保険料払込期間の月数（年数） 解約払戻金額
60月未満（5年未満） 払込保険料総額の

払込保険料総額の
払込保険料総額の

60月以上 120月未満（5年以上 10年未満）
5割
7割
9割

10割
120月以上180月未満（10年以上15年未満）

払込保険料総額の
※保険料払込期間の月数は、保険料払込特別中断期間等を減じた期間とします。

180月以上（15年以上）

個人情報の取扱いに関する事項
所属会社から提供される個人情報について
給与から保険料を控除する場合、本保険運営上必要な次に記載の個人情報について、所属会社から当法人に提供されます。
・保険料算定基礎となる基本給月額(契約時・毎年３月) 
・契約時の社員コード、最新の所属情報(会社、事業所、部課)及び氏名
・保険料控除不能時の事由(退職、休職、育児休業、出向等)及び該当事由の発生年月日
お客さまに関する個人情報のお取り扱いについて
　当法人は、本契約に関する個人情報を、保険引き受け・支払いの判断、本契約の履行、当法人の取り扱う商品・各種サービスの案内・提供、アンケートの
実施等を行うために利用するほか、業務上必要とする範囲で、取得・利用・提供または登録を行います。
　また、当法人は、契約者向けサービスの提供を行うため、提携企業等に対し、必要な範囲で、氏名、生年月日等の本契約に関する個人情報を提供すること
があります。
　なお、お客さま情報の漏洩及び不正アクセス等の防止のため必要な対策を講じています。
　当法人の個人情報保護方針については郵政福祉ホームページ(https://www.yuseifukushi.or.jp/) をご覧ください。
[ 本パンフレットをご利用いただくにあたって ]
・本パンフレットは、商品の特徴を簡単に説明したものです。詳細につきましては、重要事項等説明書、ご契約のしおりをご覧ください。
・各種資料のご請求や商品に関するお問い合わせについては、最寄りの地方本部までご連絡ください。

 南関東地方本部
〒210-8514 川崎市川崎区駅前本町15-5
TEL. 0120-954-130 ／ 044-201-4500

 信越地方本部
〒380-0921 長野市栗田948-1
TEL. 0120-888-632 ／ 026-223-1771

 北陸地方本部
〒920-0901 金沢市彦三町2-5-27
TEL. 0120-626-245 ／ 076-262-6245

 東海地方本部
〒461-0014 名古屋市東区橦木町1-21-2
TEL. 0120-517-117 ／ 052-971-1095

 近畿地方本部
〒540-0029 大阪市中央区本町橋7-3
TEL. 0120-816-755 ／ 06-7711-6008

四国地方本部
〒790-0003 松山市三番町8-12-4
TEL. 0120-122-545 ／ 089-945-1221

九州地方本部
〒860-0846 熊本市中央区城東町3-1
TEL. 0120-657-716 ／ 096-355-9301

 沖縄地方本部
〒900-0032 那覇市松山1-32-7
TEL. 0120-630-802 ／ 098-863-0801

中国地方本部
〒730-0005 広島市中区西白島町17-13
TEL. 0120-544-401 ／ 082-221-5444

 北海道地方本部
〒060-0061 札幌市中央区南1条西5丁目20
TEL. 0120-816-922 ／ 011-218-8070

 東北地方本部
〒980-8650 仙台市青葉区五橋2-4-2
TEL. 0120-510-250 ／ 022-262-2166

 関東地方本部
〒330-0054 さいたま市浦和区東岸町9-20
TEL. 0120-954-129 ／ 048-764-8002

 東京地方本部
〒103-0015 東京都中央区日本橋箱崎町1-7
TEL. 0120-120-247 ／ 03-6365-0294

一　　般
財団法人郵政福祉 〒105-0001 東京都港区虎ノ門1-14-1
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財団法人郵政福祉

[ 契約者配当について ] 
　当法人は、この保険につき契約者配当を行いません。

保険料は毎月の給与から
基本給の3％を控除。
払い込みの手間がかかり
ません。

1 2 3
退職給付金は、加入期間問
わず払込保険料総額を下
回ることはありません。
※退職給付金と解約払戻金の額

は異なります。

ご加入中は、記念品・祝品
や提携サービス等さまざ
まな特典があります。

日本郵政グループの
約19万人の社員さまに
ご加入いただいています。

令和２年度
新規採用社員さまの
加入率 88.1%

（令和2年12月末現在）

平均寿命が延び、「人生百年時代」とも言われる今、公的年金でカバー
できない生活費をしっかりと貯えておくことが重要です。
ご退職後、末永く豊かな人生を築くために、今から将来設計をはじめ
ませんか？

（2021.4）

日本郵政グループ社員等の皆さまへ

未来のあなたを支えるのは、今からはじめる3％！
一般財団法人　郵政福祉ご退職後の大切な時間に

ゆとりと安心をお届けします

●据置期間が0年の場合
　ア.　年2回(支払月:6月･12月)
　　　退職月の翌月を起算月として、6か月経過後の最初に迎
　　　える支払月の15日
　イ.　年4回(支払月：3月･6月･9月･12月)
　　　退職月の翌月を起算月として、3か月経過後の最初に迎
　　　える支払月の15日
●据置期間が2年､3年および5年の場合
　前記「据置期間が0年の場合」から、それぞれ2年､3年およ
　び5年後の最初に迎える支払月の15日
　※送金日が土・日曜日か国民の休日の場合は、その前営業
　　日となります。

受取開始月一覧表（据置0年の場合）
退職月 年間受取回数 年間受取回数

年２回

年４回

年２回

年４回

受取開始月

退職年の12月

退職年の９月

退職の翌年６月

退職年の12月

退職月
９月
10月
11月

12月

1月
2月

3月
4月
5月

6月
7月
8月

年２回

年４回

年２回

年４回

年２回

年４回

受取開始月
退職の翌年６月

退職の翌年３月

退職の翌年12月

退職の翌年６月

退職年の12月

退職年の６月

お気軽にお問い合わせください。

地方本部名

北海道地方本部

東北地方本部

関東地方本部

東京地方本部

南関東地方本部

信越地方本部

北陸地方本部

東海地方本部

近畿地方本部

中国地方本部

四国地方本部

九州地方本部

沖縄地方本部

TEL.0120-816-922／011-218-8070
FAX.011-218-8075

〒060-0061　札幌市中央区南1条西5丁目20

TEL.0120-510-250／022-262-2166
FAX.022-262-8928

〒980-8650　仙台市青葉区五橋2-4-2

TEL.0120-954-129／048-764-8002
FAX.048-764-8211

〒330-0054　さいたま市浦和区東岸町9-20

TEL.0120-954-130／044-201-4500
FAX.044-201-6101

〒210-8514　川崎市川崎区駅前本町15-5

TEL.0120-120-247／03-6365-0294
FAX.03-6365-0296

〒103-0015　中央区日本橋箱崎町1-7

TEL.0120-888-632／026-223-1771
FAX.026-223-1773

〒380-0921　長野市栗田948-1

TEL.0120-626-245／076-262-6245
FAX.076-232-0483

〒920-0901　金沢市彦三町2-5-27

TEL.0120-517-117／052-971-1095
FAX.052-951-4078

〒461-0014　名古屋市東区橦木町1-21-2

TEL.0120-816-755／06-7711-6008
FAX.06-7711-6001

〒540-0029　大阪市中央区本町橋7-3

TEL.0120-544-401／082-221-5444
FAX.082-223-3294

〒730-0005　広島市中区西白島町17-13

TEL.0120-122-545／089-945-1221
FAX.089-947-1839

〒790-0003　松山市三番町8-12-4

TEL.0120-657-716／096-355-9301
FAX.096-355-9305

〒860-0846　熊本市中央区城東町3-1

TEL.0120-630-802／098-863-0801
FAX.098-863-0224

〒900-0032　那覇市松山1-32-7

所　在　地

個人情報の保護について
　当法人では、皆さまからの信頼を得ることが第一であるとの認識のもと、情報の適正な
管理・利用と保護に努めています。詳しくはホームページをご覧ください。

URL:https://www.yuseifukushi.or.jp/
ID：yf 　　パスワード：yf2013

郵政福祉ホームページ

ログイン ▲

郵政福祉メールマガジン会員募集中!!
各種サービスや提携施設等の期間限定キャンペーンなど、
お得な情報を発信しています。
上記IDとパスワードを入力してご登録ください。

の受取開始月

分割給付金は退職給付金からの申込金に乗率により算定した
額を加算し、一定期間に分割して受け取るプランです。

一　　般
財団法人 郵政福祉

シルバーライフプラン

退職給付金
分割受け取りの
ご案内

退職給付金
分割受け取りの
ご案内

令和3年度

乗率
0.125％

満期祝金

1万円
分割給付金の乗率は、国債の
利率等市場金利および財政状
況を考慮して当法人が決定し、
毎年度4月1日から適用します。

給付期間の終了時に満期祝
金１万円が加算されます！

（2021.4）

イ ン グうゆ

ホ ー ムうゆ

ラ イ フうゆ

退 職 給 付 保 険

保険商品の種類
　日本郵政グループの皆さまの福祉の増進と郵政事業の発展に寄与するため「助け合いのココロを

『かたち』に」をキャッチフレーズに、保険事業の運営・サービスの提供に努めています。
　日本郵政グループの皆さまのさまざまなニーズに応え、豊かな暮らしを応援し、生活をサポートす
る「退職給付保険」、「災害保険」、「社員援護保険」の3商品による総合的な保障（補償）を提供してい
ます。

　加入から退職までの長期間にわたってご加入いた
だく商品であり、長く続けていただけるよう「ING（イン
グ）」をつけて「ゆうイング」という愛称にし、退職後の生
活の一助にしていただきたいとの願いを込めています。

　皆さまの大切な財産である、住まい「ホーム」と家財
を対象にさまざまな災害等に備えていただきたいとの
願いを込めています。

　万が一の死亡やケガによる入院等「まさか…」の時
の備えとして、皆さまのライフプランを支えていきたい
との願いを込めています。

未来のあなたを支えるのは、今からはじめる３％！

いざという時、生活の再建に向けて

「まさか…」の不安に、“今”手厚く備える！

保険商品のご案内

災 害 保 険

社 員 援 護 保 険

令和３年度版

いざという時、生活の再建に向けて

災害保険
ムゆ う ホ ー

ご契約時にご確認いただきたいこと
 [ 震災等の保険金の総支払額 ] 
①１回の震災等の保険金の総支払見込額が異常危険準備金と特別災害積立金の合計額の50％を超えるときは、その50%に相当する金額を限度として、
　保険証券記載の保険金額を減額して支払うことがあります。
②①における異常危険準備金の額及び特別災害積立金の額は、当該震災等が発生した前年度末の金額とします。
③②にかかわらず、当該震災等が発生するまでに、その地域又は他の地域において、ア…震災等が生じているときはその保険金の総支払見込額、
　イ…その他異常危険準備金又は特別災害積立金を取崩す必要があると認められる事由が生じているときはその取崩しに係る金額を、異常危険準備金
　及び特別災害積立金の合計額から差し引きます。
④①に定める、異常危険準備金と特別災害積立金の合計額の50%に相当する限度額は約118億円（令和2年3月31日現在）です。
[ 保険契約を複数締結している場合の保険金の支払い ] 
　同じ損害を補償する保険契約を複数にわたり締結している場合において、当保険が支払う保険金は、それぞれの支払責任額の合計額がその住宅・家財
　の損害額を超えるときは、次の額を支払います。
①他の保険契約等から保険金または共済金が支払われていないときは、当保険の支払責任額を支払います。
②他の保険契約等に支払責任額の全額を支払う旨の約定があるときで、かつ、他の保険契約等から保険金または共済金がすでに支払われているときは、
　損害の額から他の保険契約等から支払われた保険金または共済金の額と当該損害の額のうちいずれか少ない額を差し引いた残額を支払います。
　ただし、他の保険契約等がないものとして算出した当保険の支払責任額を限度とします。
[ 再取得価額よりも保険金額を少なく（または多く）設定した場合の保険金の支払い ] 
　再取得価額よりも保険金額を少なく設定した場合を「一部保険」といい、逆に再取得価額を超える保険金額を設定した場合を「超過保険」といいます。
◆一部保険…保険金額が再取得価額を下回っている場合には、保険金は保険金額を限度に支払いますが、損害額どおりの保険金が支払われないこと

があります。
◆超過保険…保険金額が再取得価額を超えている場合には、再取得価額を超過した部分について保険金は支払われないことがあります。
[ 保険期間中の保険料または保険金額の変更 ] 
　当法人は、業務または財産の状況に照らして特定保険業の継続が困難になる蓋然性がある場合には、当法人の定めるところにより、保険期間中において、
主務官庁の認可を得て、保険料を増額または保険金額を減額する変更を行うことがあります。
[ 保険契約者保護機構について ] 
　災害保険は、保険業法第270条の３第２項第１号に規定する保険契約者保護機構への移転等の補償対象契約ではなく、また、当法人に対しては同機構が
行う資金援助等の措置の適用はありません。
[ 税務上のお取扱いについて ] 

[ 契約者配当について ]
　当法人は、この保険につき契約者配当を行いません。

　本保険の保険料は地震保険料控除の対象になりません。
 

個人情報の取扱いに関する事項
所属会社から提供される個人情報について
給与から保険料を控除する場合、本保険運営上必要な次に記載の個人情報について、所属会社から当法人に提供されます。
・契約時の社員コード、最新の所属情報(会社、事業所、部課)及び氏名
・保険料控除不能時の事由(退職、休職、育児休業、出向等)及び該当事由の発生年月日
お客さまに関する個人情報のお取り扱いについて
　当法人は、本契約に関する個人情報を、保険引き受け・支払いの判断、本契約の履行、当法人の取り扱う商品・各種サービスの案内・提供、アンケートの
実施等を行うために利用するほか、業務上必要とする範囲で、取得・利用・提供または登録を行います。
　また、当法人は、契約者向けサービスの提供を行うため、提携企業等に対し、必要な範囲で、氏名、生年月日等の本契約に関する個人情報を提供すること
があります。
　なお、お客さま情報の漏洩及び不正アクセス等の防止のため必要な対策を講じています。
　当法人の個人情報保護方針については郵政福祉ホームページ(https://www.yuseifukushi.or.jp/) をご覧ください。
[ 本パンフレットをご利用いただくにあたって ]
・本パンフレットは、商品の特徴を簡単に説明したものです。詳細につきましては、重要事項等説明書、ご契約のしおりをご覧ください。
・各種資料のご請求や商品に関するお問い合わせについては、最寄りの地方本部までご連絡ください。

 南関東地方本部
〒210-8514 川崎市川崎区駅前本町15-5
TEL. 0120-954-130 ／ 044-201-4500

 信越地方本部
〒380-0921 長野市栗田948-1
TEL. 0120-888-632 ／ 026-223-1771

 北陸地方本部
〒920-0901 金沢市彦三町2-5-27
TEL. 0120-626-245 ／ 076-262-6245

 東海地方本部
〒461-0014 名古屋市東区橦木町1-21-2
TEL. 0120-517-117 ／ 052-971-1095

 近畿地方本部
〒540-0029 大阪市中央区本町橋7-3
TEL. 0120-816-755 ／ 06-7711-6008

四国地方本部
〒790-0003 松山市三番町8-12-4
TEL. 0120-122-545 ／ 089-945-1221

九州地方本部
〒860-0846 熊本市中央区城東町3-1
TEL. 0120-657-716 ／ 096-355-9301

 沖縄地方本部
〒900-0032 那覇市松山1-32-7
TEL. 0120-630-802 ／ 098-863-0801

中国地方本部
〒730-0005 広島市中区西白島町17-13
TEL. 0120-544-401 ／ 082-221-5444

 北海道地方本部
〒060-0061 札幌市中央区南1条西5丁目20
TEL. 0120-816-922 ／ 011-218-8070

 東北地方本部
〒980-8650 仙台市青葉区五橋2-4-2
TEL. 0120-510-250 ／ 022-262-2166

 関東地方本部
〒330-0054 さいたま市浦和区東岸町9-20
TEL. 0120-954-129 ／ 048-764-8002

 東京地方本部
〒103-0015 東京都中央区日本橋箱崎町1-7
TEL. 0120-120-247 ／ 03-6365-0294

一　　般
財団法人郵政福祉 〒105-0001 東京都港区虎ノ門1-14-1

（2021.4Ⓐ）
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日本郵政グループ社員等（期間雇用社員含む）の皆さまへ

大型台風、ゲリラ豪雨、大地震…次々と襲い来る自然災害
住まいも大切な家族だからこそ

お手頃で心強い備えをお勧めします
1 2 3

火災・風水雪害さらには
震災等まで幅広く補償しま
す （地震等による被害は、一
般の火災保険では地震保険
を付帯していなければ補償
されません）。

ご退職後も
一生涯継続できます。

令和2年度 風水雪害保険金支払実績

1,282件 4億8，135万円

（令和2年12月末現在）

保険料は
1口10円/月から。
最大200口で
保険料は2,000円/月
補償額は最大3,200万円
まで。

令和３年度版

社員援護保険
フゆ う ラ イ

健康告知について
次の慢性疾患の方はご加入できません。また、医師の診察・検査・治療・投薬を受けている場合もご加入できません。

※上記以外の病気でも、入院、通院、医師の指示により投薬又は食事療法をしている場合、手術、注射（点滴含む）、湿布、放射線照射、人工透析、ペースメー
カー等の医学的処置を受けている場合や、身体に残る障害や先天性の病気がある場合もお申し込みいただけません。

個人情報の取扱いに関する事項
 所属会社から提供される個人情報について
給与から保険料を控除する場合、本保険運営上必要な次に記載の個人情報について、所属会社から当法人に提供されます。
・契約時の社員コード、最新の所属情報(会社、事業所、部課)及び氏名
・保険料控除不能時の事由(退職、休職、育児休業、出向等)及び該当事由の発生年月日
お客さまに関する個人情報のお取り扱いについて
　当法人は、本契約に関する個人情報を、保険引き受け・支払いの判断、本契約の履行、当法人の取り扱う商品・各種サービスの案内・提供、アンケートの
実施等を行うために利用するほか、業務上必要とする範囲で、取得・利用・提供または登録を行います。
　また、当法人は、契約者向けサービスの提供を行うため、提携企業等に対し、必要な範囲で、氏名、生年月日等の本契約に関する個人情報を提供すること
があります。
　なお、お客さま情報の漏洩及び不正アクセス等の防止のため必要な対策を講じています。
　当法人の個人情報保護方針については郵政福祉ホームページ(https://www.yuseifukushi.or.jp/) をご覧ください。
[ 本パンフレットをご利用いただくにあたって ] 
・本パンフレットは、商品の特徴を簡単に説明したものです。詳細につきましては、重要事項等説明書、ご契約のしおりをご覧ください。
・各種資料のご請求や商品に関するお問い合わせについては、最寄りの地方本部までご連絡ください。

 南関東地方本部
〒210-8514 川崎市川崎区駅前本町15-5
TEL. 0120-954-130 ／ 044-201-4500

 信越地方本部
〒380-0921 長野市栗田948-1
TEL. 0120-888-632 ／ 026-223-1771

 北陸地方本部
〒920-0901 金沢市彦三町2-5-27
TEL. 0120-626-245 ／ 076-262-6245

 東海地方本部
〒461-0014 名古屋市東区橦木町1-21-2
TEL. 0120-517-117 ／ 052-971-1095

 近畿地方本部
〒540-0029 大阪市中央区本町橋7-3
TEL. 0120-816-755 ／ 06-7711-6008

四国地方本部
〒790-0003 松山市三番町8-12-4
TEL. 0120-122-545 ／ 089-945-1221

九州地方本部
〒860-0846 熊本市中央区城東町3-1
TEL. 0120-657-716 ／ 096-355-9301

 沖縄地方本部
〒900-0032 那覇市松山1-32-7
TEL. 0120-630-802 ／ 098-863-0801

中国地方本部
〒730-0005 広島市中区西白島町17-13
TEL. 0120-544-401 ／ 082-221-5444

 北海道地方本部
〒060-0061 札幌市中央区南1条西5丁目20
TEL. 0120-816-922 ／ 011-218-8070

 東北地方本部
〒980-8650 仙台市青葉区五橋2-4-2
TEL. 0120-510-250 ／ 022-262-2166

 関東地方本部
〒330-0054 さいたま市浦和区東岸町9-20
TEL. 0120-954-129 ／ 048-764-8002

 東京地方本部
〒103-0015 東京都中央区日本橋箱崎町1-7
TEL. 0120-120-247 ／ 03-6365-0294

一　　般
財団法人郵政福祉 〒105-0001 東京都港区虎ノ門1-14-1

https://www.yuseifukushi.or.jp/

郵政福祉 検　索 一　　般
財団法人郵政福祉

⑤消化性潰瘍（胃・十二指腸潰瘍等）
⑥肝臓病及び膵臓病
⑦腎炎及びネフローゼ
⑧肺疾患（肺炎・肺結核等）

⑨認知症、アルコール精神病及び精神疾患（統合失調症・躁うつ病等）
⑩骨髄及び神経の疾患（骨髄炎・骨膜炎・脳性麻痺等）
⑪血管及び血液の疾患（血友病・脾臓の疾患・血栓症・動脈硬化症・動脈瘤等） 

①新生物（癌・肉腫・筋腫・白血病等）
②糖尿病
③心疾患（心臓病等・高血圧症を含む）
④脳血管疾患（脳出血・脳血栓症・脳軟化症等）

ご契約時にご確認いただきたいこと
[ 告知義務違反による契約の解除 ] 
　保険契約申込書において、当法人が告知を求めた事項について、保険契約者様がご契約いただく被保険者皆様の告知をとりまとめのうえ、事実を正確
に記載していただく義務（告知義務）があります。事実を記載しなかった場合または記載した内容が事実と異なる場合は、ご契約を解除することや、保険金
の全額または一部をお支払いできないことがありますので、ご注意ください。
　「告知義務違反」によりご契約が解除になった場合、「保険金の支払事由」が発生しているときであっても、保険金をお支払いできません。ただし、「保険金
の支払事由」と「解除原因となった事実」に因果関係がないときは、保険金をお支払いします。
[ 保険契約者が死亡した場合の保険金の受取人の変更について ] 
　保険契約者様が死亡した場合の保険金の受取人（以下「受取人」といいます。）は社員援護保険普通保険約款に定める保険金の受取人の順位に従いお
支払いします。ただし、受取人について、保険契約者が指定する場合は、別途お手続きが必要になります。
[ 保険期間中の保険料または保険金額の変更 ] 
　当法人は、業務または財産の状況に照らして特定保険業の継続が困難になる蓋然性がある場合には、当法人の定めるところにより、保険期間中において、
主務官庁の認可を得て、保険料を増額または保険金額を減額する変更を行うことがあります。
[ 保険契約者保護機構について ]
　社員援護保険は、保険業法第270条の3第2項第1号に規定する保険契約者保護機構への移転等の補償対象契約ではなく、また、当法人に対しては同機
構が行う資金援助等の措置の適用はありません。
[ 税務上のお取扱いについて ] 

《保険料》 本保険の保険料は一般の生命保険料控除の対象になりません。
《死亡保険金（「事故等死亡保険金」も含みます）》保険契約者様、被保険者様、受取人様の関係によって、保険金受取時に適用される税金が異なりますのでご
留意ください。個別の税務取扱い等については、所轄の税務署等にご確認ください。
[ 契約者配当について ] 
　当法人は、この保険につき契約者配当を行いません。

保険料は1口につき
本人型   60円/月
夫婦型 120円/月
年齢にかかわらず一律
です。

1 2 3夫婦型なら、日本郵政グ
ループ社員の皆さまの
ための手厚い備えを
配偶者さまも受けられ
ます。

ご退職後も満65歳まで
継続できます。
※満65歳を迎えた最初の
　保険期間満了日まで。
※新規加入、増口は満59歳
　まで。

お仕事・スポーツ・日常生活の中でいつ起きるかわからない“まさか”
あなたと大切なご家族の安心の未来のために
今からできるお手頃な備えをお勧めします

（2021.4）

日本郵政グループ社員等（期間雇用社員含む）の皆さまへ

「まさか…」の不安に、“今”手厚く備える！

保険商品のご案内
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社 員 援 護 保 険
　社員援護保険（ゆうライフ）は、日本郵政グ
ループの皆さまに安定した生活を送っていた
だくための、万が一の事故に備える商品です。
　死亡または障害状態になられた場合のほ
か、不慮の事故によるケガで、1日以上の入院
をされた場合に保険金をお支払いします。

災 害 保 険
　 災 害 保 険（ ゆうホーム）は 、日 本 郵 政グ
ループ の皆さまの住まい や家財等を対象
に火災、風水雪害、震災、不慮の人為的災害
等、予期せぬ災害に備える商品です。

無理なく着実にコツコツと
　毎月の給与から控除されるので、払込みの手間がなく、知らず知
らずのうちに無理なく積み立てていただくことができます。お客さ
まには退職までご加入いただくことで、長期安定運用により運用益
を確保しています。

請求手続きは書類審査のみで簡素化
　保険金のお支払いの際には、市区町村が発行する罹災証
明書等による書類審査で被害状況を確定しています（火災は
現地調査あり）。これにより、事業費を軽減でき、お手頃な保
険料を実現しています。

メッセージ

メッセージ

退 職 給 付 保 険
　退職給付保険（ゆうイング）は、日本郵政グルー
プの皆さまの退職等に備えていただく生活保障保
険で、保険料払込期間に応じた保険金（退職給付
金）を受け取る商品です。
　2020年度末現在で、日本郵政グループの皆さ
まの約84.3％の方々にご加入いただいています。

もしもの時の生活の支えに
　事故やケガは思いがけないタイミングで発生します。突然
の入院は生活に少なからず影響を与えるものです。夫婦型
では入院1日目からご本人、配偶者ともに補償します。

メッセージ

退職給付保険の大きな３つの特長

（内訳）　基本保険料：保険料対象俸給の1.5％　
　　　　特別保険料：保険料対象俸給の1.5％

1 保険料は、俸給（基本給）月額の3％で、毎月の給与から控
除されます。

2 退職給付金は、払込保険料総額を下回ることはありません。
3 保険料払込期間中は、契約者貸付のほか長期加入記念品

や祝品、提携サービス等さまざまな特典があります。

保険料は俸給（基本給）月額の3%

災害保険の大きな３つの特長
1 火災以外にも、風水雪害、震災、不慮の人為的災害等、幅広く補償

します。
2 保険料は1口10円／月（最高補償額16万円）と無理なく手頃にご

加入いただけます。
3 ご退職後も一生涯継続してご加入いただけます。

加入限度口数は
住宅150口  家財50口  計200口まで

保険料は1口につき 10円／月

社員援護保険の大きな３つの特長
1 保険加入者ご本人だけを補償する普通援護（本人型）のほか、配偶

者も補償対象とする特別援護（夫婦型）にご加入いただけます。
2 保険料は本人型1口60円／月、夫婦型１口120円／月（最高補償額 

60歳未満25万円、60歳以上18万円）で、年齢にかかわらず一律です。
3 満65歳を迎えた最初の保険期間満了日までご継続いただけます。

保険料は１口につき

加入限度口数は、本人型と夫婦型を合わせて30口まで

60円／月

120円／月

本人型

夫婦型

保険商品のご案内
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保険商品の説明
（プランのご検討）

　お客さまには各商品の内容をご理解いただいたうえで、お申し込み内容のご確認をしていただくことが必要
となります。また、ご契約後８日以内のお申し出によりクーリング・オフ（契約の解除）も可能です。

保険商品の説明（プランのご検討）
郵政福祉の職員が郵便局等を訪問し、お客さまの意向を把握することに努め、それに
沿った保険商品の情報をお伝えしながら提案・説明します。

お申し込み
お客さまの意向に沿った商品内容であるかを、重要事項等説明書（契約概要）等により
お客さまが確認する機会をご提供したうえ、申込書にご記入（自署）いただきます。
※申込書には保障（補償）内容や保険金等がお支払いできない場合等の重要事項を記載した「重要事項等説明書」
が添付されています。お申し込みの検討に際して必ずご確認ください。

確認事項の告知
ご契約のお引き受けにあたり、必要な確認事項を告知していただきます。事実を正確に
漏れなく告知してください。

［告知義務と告知義務違反］
お客さまには、保険契約申込書に記載されている郵政福祉が告知を求めた事項について、
事実を正確に記載していただく義務（告知義務）があります。事実と異なる内容を記載した
場合や、事実を記載しなかった場合は、ご契約を解除することや、保険金の全額または一部
をお支払いできないことがありますので、ご注意ください。

申込書の審査
ご提出いただいた申込書の内容を基に審査を行います。

保険料のお払込み
審査に通過しましたら、お申し込みいただいた保険契約の内容に従って保険料をお払込
みいただきます。

ご契約の成立
［ご契約の責任開始について］
郵政福祉は、保険契約を引き受けた際に保険証券をご契約いただいたお客さまに送付し、
保険証券に記載された契約日から保険契約上の責任を負います。

［保険証券のご確認について］
保険証券に記載された内容が、お申し込み内容と相違ないかご確認ください。万が一、
ご契約内容に相違やご不明な点等がございましたら、お手数ですが最寄りの郵政福祉地方
本部までご連絡願います。

ご契約のお申し込みから成立まで

●クーリング・オフ
　ご契約いただいたお客さまは、契約を申し込まれた日、または契約申込書（本人控）を受領された日のいずれか遅い日か
ら、その日を含めて8日以内に書面（郵便）によるお申し出により、契約のお申し込みの撤回、または契約の解除ができます。
　クーリング・オフのお申し出をされた場合は、既にお支払いいただいた保険料を、速やかにお客さまに返金いた

します。また、郵政福祉は、お客さまにクーリング・オフによる損害賠償または違約金を一切請求いたしません。

●ご加入後も「ご契約のしおり（普通保険約款等）」を大切に保管してください
　ご契約のしおり（普通保険約款等）は、契約についての重要事項、注意事項等をお知らせしており、お申し込み時だ
けでなく、契約期間中にもご覧いただく必要のある大変重要な書類です。また、約款は契約から保険契約終了までの
取り決めを記したものであり、保険金等のお支払いや保険料のお払込みの取扱い、保険料のお払込みがなく契約を
解除する場合や契約を解約される場合の取扱い等を記載しています。

1

2

3

4

5

6

お申し込み

確認事項の告知

申込書の審査

保険料のお払込み

ご契約の成立

　お勤め先に営業担当がうか
がった際には、お気軽にお声
掛けください。ご契約後にお届
けする保険証券は、お客さまの
保障（補償）内容が明記されて
いますので、ご契約後も大切に
保管してください。

メッセージ

保険商品のご案内
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支払事由の発生

　退職給付保険（ゆうイング）、災害保険（ゆうホーム）、社員援護保険（ゆうライフ）とも、支払事由が発生
した場合は地方本部、または郵政福祉コールセンターにて迅速・親身な対応をすることで、ご加入者さま
へ安心をお届けしています。

保険金等のご請求から受け取りまで

郵政福祉コールセンター

TEL.0120-216-131
受付時間/9：00〜17：00

（土・日・祝日および12月29日〜1月3日を除く）

1

2

3

4

5

支払事由の発生
支払事由が発生した場合は、最寄りの地方本部、または郵政福祉コールセンターまでご
連絡ください。

［保険金等の支払事由］
 退職給付保険  …ゆうイング
保険加入者が退職した場合等
 災害保険  …ゆうホーム
保険対象の住宅および家財が、火災や風水雪害、震災、不慮の人為的災害等により損害
を受けた場合等
 社員援護保険  …ゆうライフ
被保険者が死亡した場合、もしくは不慮の事故により１日以上入院した場合等

手続書類のお受け取り
手続書類一式をお渡し、または郵送します。なお、一部のお手続きは、必要書類をHPから
ダウンロードいただけるようになっています。お手続きに必要な書類については、手続書
類と併せてお渡し等するご案内文書に記載していますので、ご確認ください。

手続書類のご提出
手続書類に必要事項をご記入のうえ、ご郵送ください。地方本部にご持参いただくことも
可能です。

支払審査
ご提出いただいた手続書類を基に、支払審査を行います。

保険金等のお受け取り
お支払いが決定した場合、速やかに手続きを行います。手続き完了後に、郵政福祉から

「送金通知書」をお送りしますので内容をご確認ください。お支払いができない場合に
ついては、その理由とともにご連絡します。

手続書類の
お受け取り

保険金等の
お受け取り

手続書類のご提出

支払審査

　ご加入者さまに適正な保険金をお支払いするため、迅速に、ご提出
いただいた請求書の審査を行っています。ご用意いただく請求関係書
類に不備がありますと、お支払いまでにお時間を頂戴することがござ
いますので、ご提出前に再度、必要書類のご確認をお願いいたします。

メッセージ

保険商品のご案内
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保険商品のご案内

ご加入者さまへのご案内状
　退職給付保険（ゆうイング）、災害保険（ゆうホーム）、社員援護保険（ゆうライフ）にご加入いただいている
皆さまには、保険金の請求や、加入内容の変更等を漏れなくご連絡いただけるよう、情報提供を行っています。

　災害保険（ゆうホーム）、社員援護保険（ゆうライフ）の
ご加入者さまが更新の時期を迎える際に「保険契約更新
のご案内」を更新月の２か月前に郵送でお知らせしてい
ます。

　退職給付保険（ゆうイング）のご加入者さまには、3月
末現在の「退職給付金額」を６月中に郵送でお知らせし
ています。また、提携している施設・サービス等の情報を
掲載した『WITH YOU』およびその施設等のご利用に必
要な「ゆうイングカード」も同封しています。

　そのほかにも、郵政福祉より、確定申告用退職給付金計算書、確定申告用分割給付金計算書をはじめ、ご
加入内容に応じた各種通知をお届けする場合があります。いずれも重要な内容ですので、必ずご確認のうえ、
大切に保管くださいますようお願いいたします。

記載内容

記載内容

■ご加入内容　
契約番号、契約口数、保険料、払込方法、保険期間、対象物件（災
害保険のみ）、所有者（災害保険のみ）、配偶者情報（社員援護保
険の特別援護のみ）、保険金受取人（社員援護保険のみ）、保険金
の種類、保険金額、被保険者（社員援護保険のみ）

■ご加入内容の変更やご不明な点のお問い合わせ先

■ご加入内容　
契約年月日、保険料払込中断期間、退職給付金額

■ご加入内容の変更やご不明な点のお問い合わせ先

● 保険契約更新のご案内

● 退職給付金額のお知らせ

● そのほかのお知らせ
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特 定 保 険 業 デ ー タ

特 定 保 険 業 外 事 業 デ ー タ

業 績 デ ー タ

貸借対照表と損益計算書の主要項目とポイント項目の解説…… 
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次の区分に応じて計算した金額を責任準備金として計上しています。
①保険料積立金

保険契約に基づく将来の債務の履行に備えるため、保険数理に基づき計算
した金額。

②未経過保険料
　　未経過期間に対応する責任に相当する額として計算した金額。
③異常危険準備金

保険契約に基づく将来の債務を確実に履行するため、将来発生が見込まれる
危険に備えて計算した金額。

貸借対照表と損益計算書の主要項目とポイント項目の解説

貸 借 対 照 表 の 主 要 項 目 と ポ イ ン ト 解 説

　財務の状況をお知らせする本章では、各保険に関する指標のほかに、責任準備金や資産運用に関する指
標についてもご紹介しています。貸借対照表と損益計算書は、郵政福祉の現時点での資産と経営状況をお
知らせするための大変重要な報告資料です。

●資産の部

●負債の部

●純資産の部

■特定保険業データ

業績データ

現金及び預貯金

金銭の信託　 ●

有価証券　 ●

貸付金　 ●

有形固定資産　 ●

無形固定資産　 ●

その他資産

貸倒引当金

保険契約準備金　

　支払備金 ●

　責任準備金 ●

その他負債

退職給付引当金

役員退職慰労引当金

環境対策引当金 ●

価格変動準備金 ●

指定正味財産

剰余金

業績データ（特定保険業）

郵政福祉では、資産の一部を信託銀行や投資顧問会社等に委託し

運用しています。

金融商品取引法によって定められている21の有価証券のうち、郵政福

祉が保有している有価証券は国債、地方債や社債等の債券です。

退職給付保険の契約者貸付（普通貸付、特別貸付および特別援護貸

付）の残高を計上しています。

環境対策を目的とした支出に備えるため、当該支出見込額を計上し

ています。

有価証券の価格変動による損失に備えるため、保険業法により積み

立てることが義務付けられている準備金です。

固定資産（長期的に保有し売却を予定していない資産）のうち、具体

的な形態を持つ有形固定資産は、土地や建物、その他の有形固定資

産等の額を計上しています。

有形固定資産と対照的に特許権や商標権など形を持たない法的権

利を示す無形固定資産は、ソフトウェアとその他の無形固定資産等

の額を計上しています。

支払義務が発生した保険金等のうち、まだ支出として計上していない

ものおよびまだ支払事由の発生の報告を受けていないが保険契約に

規定する支払事由が既に発生したと認めるものについて、その支払

いのために必要な金額を支払備金として計上しています。
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貸借対照表と損益計算書の主要項目とポイント項目の解説

損 益 計 算 書 の 主 要 項 目 と ポ イ ン ト 解 説

責任準備金等戻入額と同様に繰入額が戻入額を上回る場合にその

差額を計上します。

資産運用収益を得るために要した費用と、その他有価証券の評価損

の額を計上しています。

事業費は新規契約および保有契約の維持・保全や保険金等の支払

いに必要な費用の額を計上しています。

経常収益

保険料等収入　 ●

責任準備金等戻入額 ●

資産運用収益　 ●

その他経常収益

経常費用

保険金等支払金　 ●

責任準備金等繰入額　 ●

資産運用費用　 ●

事業費　 ●

その他経常費用

経常利益

特別利益

特別損失

税引前当期純剰余

法人税及び住民税 ●

当期純剰余

業績データ（特定保険業）

加入者の皆さまから払い込まれた保険料の額を計上しています。

法人税、住民税および事業税の額を計上しています。

年度末に責任準備金と支払備金の前年度計上額を全額戻入し、当

年度の必要額を新たに全額繰り入れることで積み立てられます。損

益計算書上は、繰入額と戻入額の差額で表示するため、戻入額が繰

入額を上回る場合には、戻入額として計上します。

資産運用収益は、有価証券利息・配当金や金銭の信託運用益、その

他運用収益等の額を計上しています。

保険金等支払金には、加入者の皆さまにお支払いした保険金、解約

返戻金等の額のほか、再保険料として災害保険に対する共済責任保

険※の保険料を計上しています。
※共済責任保険は、特定保険業者の保険金の支払責任の一部を、保険会社が引き受ける　

　「再保険」と同等の保険のことです。
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2020年度（令和2年度）貸借対照表

2018年度 2019年度 2020年度
現金及び預貯金 65,586,609 77,368,405 53,479,781

現金 936 981 784
預貯金 65,585,672 77,367,423 53,478,997

金銭の信託 69,910,038 53,230,191 62,673,966
有価証券 186,470,526 192,566,685 206,947,924

国債 62,897,851 62,772,654 62,647,456
地方債 10,506,851 3,507,370 599,567
社債 64,920,346 78,759,290 88,273,100
株式 ー ー ー
外国証券 13,145,585 12,927,413 12,927,896
その他の証券 34,999,890 34,599,956 42,499,904

貸付金 22,470,349 22,608,890 21,048,917
有形固定資産 18,877,677 18,799,349 18,468,305

土地 9,915,444 9,907,744 9,906,544
建物 5,771,034 5,449,664 5,138,217
リース資産 ー ー ー
建設仮勘定 　 3,045,208 3,292,104 3,292,104
その他の有形固定資産 145,990 149,835 131,438

無形固定資産 1,338,076 1,613,231 2,028,992
ソフトウェア 8,689 1,992 2,282
リース資産 ー ー ー
その他の無形固定資産 1,329,386 1,611,238 2,026,709

代理店貸 ー ー ー
再保険貸 ー ー ー
その他資産 743,022 796,708 2,220,985

未収金 260,188 307,847 277,071
未収保険料 ー ー ー
前払費用 187,899 187,509 177,684
未収収益 260,557 272,683 284,210
仮払金 ー ー ー
準用保険業法第 113 条繰延資産 ー ー ー
その他の資産 34,375 28,668 1,482,019

繰延税金資産 ー ー ー
貸倒引当金 △ 24,790 △ 18,159 △ 16,909

資産の部合計 365,371,509 366,965,302 366,851,964

（単位：千円）●資産の部

業績データ（特定保険業）
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2020年度（令和2年度）貸借対照表

2018年度 2019年度 2020年度
保険契約準備金 333,935,078 334,293,520 332,965,135

支払備金 17,540,230 17,895,820 10,890,388
責任準備金 316,394,848 316,397,700 322,074,747
契約者配当準備金 ー ー ー

代理店借 ー ー ー
再保険借 ー ー ー
その他負債 3,073,716 2,701,096 2,003,952

借入金 ー ー ー
未払法人税等 221,930 229,243 225,562
未払金 526,506 375,007 269,426
未払費用 205,420 134,950 139,125
前受収益 ー ー ー
預り金 20,338 12,226 13,625
リース債務 ー ー ー
仮受金 33,761 31,354 28,898
その他の負債 2,065,758 1,918,313 1,327,314

退職給付引当金 668,378 688,280 732,274
役員退職慰労引当金 29,400 8,821 15,163
環境対策引当金 148,537 148,537 138,148
価格変動準備金 1,653,390 1,908,534 2,192,107
繰延税金負債 ー ー ー

負債の部合計 339,508,502 339,748,791 338,046,782

2018年度 2019年度 2020年度
基金 ー ー ー
代替基金 ー ー ー
指定正味財産 800 800 800
剰余金 25,862,207 27,215,711 28,804,382
基金等合計 25,863,007 27,216,511 28,805,182
その他有価証券評価差額金 ー ー ー
繰延ヘッジ損益 ー ー ー
評価・換算差額等合計 ー ー ー

純資産の部合計 25,863,007 27,216,511 28,805,182
負債及び純資産の部合計 365,371,509 366,965,302 366,851,964

（単位：千円）

（単位：千円）

●負債の部

●純資産の部

業績データ（特定保険業）
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業績データ（特定保険業）

2020年度（令和2年度）損益計算書

2018年度 2019年度 2020年度
経常収益 29,921,419 29,911,698 37,992,943

保険料等収入 23,793,604 23,868,538 23,730,800
保険料 23,793,604 23,868,538 23,730,800
再保険収入 ー ー ー

責任準備金等戻入額 707,011 ー 7,005,432
支払備金戻入額 525,311 ー 7,005,432
責任準備金戻入額 181,699 ー ー
契約者配当準備金戻入額 ー ー ー

資産運用収益 5,394,603 6,012,316 7,232,754
利息及び配当金等収入 2,406,093 2,371,772 2,347,092
　預貯金利息 665 676 584
　有価証券利息・配当金 2,120,245 2,084,312 2,071,501
　貸付金利息 268,183 269,782 258,005
　その他利息配当金（基本財産運用益） 16,999 16,999 16,999
金銭の信託運用益 789,494 1,868,520 ー
売買目的有価証券運用益 ー ー ー
有価証券売却益 432,853 ー ー
有価証券償還益 ー ー ー
有価証券評価益（その他有価証券） ー ー 3,110,033
その他運用収益（不動産賃貸料） 1,766,162 1,772,023 1,775,628
特別勘定資産運用益 ー ー ー

その他経常収益 26,199 30,843 23,956

（単位：千円）
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業績データ（特定保険業）

2020年度（令和2年度）損益計算書

2018年度 2019年度 2020年度
経常費用 28,690,106 28,103,958 35,915,158

保険金等支払金 23,535,199 22,418,961 23,873,443
保険金 22,292,353 20,641,580 22,163,399
年金 ー ー ー
解約返戻金 1,093,941 1,626,952 1,560,162
その他返戻金 ー ー ー
再保険料 148,904 150,428 149,880

責任準備金等繰入額 ー 358,442 5,677,046
支払備金繰入額 ー 355,590 ー
責任準備金繰入額 ー 2,851 5,677,046
契約者配当準備金繰入額 ー ー ー

資産運用費用 3,274,150 3,464,238 4,518,529
支払利息 ー ー ー
金銭の信託運用損 ー ー 2,677,452
売買目的有価証券運用損 ー ー ー
有価証券売却損 ー 47,332 4,241
有価証券評価損（その他有価証券） 1,279,579 1,580,332 ー
有価証券償還損 ー ー ー
貸倒引当金繰入額 ー ー ー
その他運用費用 1,994,570 1,836,574 1,836,835
特別勘定資産運用損 ー ー ー

事業費 1,876,553 1,861,374 1,838,364
営業費及び一般管理費 1,781,150 1,716,263 1,694,906
税金 92,558 92,148 68,807
減価償却費 19,917 33,060 30,656
退職給付引当金繰入額 △ 17,072 19,902 43,993

その他経常費用 4,203 942 7,775
準用保険業法第 113 条繰延資産償却費 ー ー ー
その他経常費用 4,203 942 7,775

準用保険業法第 113 条繰延額（△） ー ー ー
経常利益（又は経常損失） 1,231,313 1,807,739 2,077,784
特別利益 3,112,107 34,469 19,907

価格変動準備金戻入額 ー ー ー
その他特別利益 3,112,107 34,469 19,907

特別損失 323,538 259,977 284,066
減損損失 ー ー ー
価格変動準備金繰入額 313,145 255,144 283,573
その他特別損失 10,392 4,833 492

税引前当期純剰余（又は税引前当期純損失） 4,019,882 1,582,232 1,813,626
法人税及び住民税 221,930 228,728 224,955
法人税等調整額 ー ー ー
法人税等合計 221,930 228,728 224,955
当期純剰余（又は当期純損失） 3,797,951 1,353,504 1,588,671

（単位：千円）
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業績データ（特定保険業）

注記事項

 Ⅰ　  重要な会計方針
　公益法人会計基準（平成20年4月11日　令和2年5月15日改正　内閣府
公益認定等委員会）で作成した一般社団法人及び一般財団法人に関する法律
第123条第2項に規定する計算書類から、認可特定保険業に属するものを抽
出し、認可特定保険業様式に組み替えて作成しております。

１　有価証券の評価基準及び評価方法
（1） 満期保有目的債券

　償却原価法（定額法）によっております。
（2） 責任準備金対応債券（「保険業における「責任準備金対応債券」に関す

る当面の会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監
査委員会報告第21号）に基づく責任準備金対応債券をいう。）
　償却原価法（定額法）によっております。

（3） 満期保有目的債券、責任準備金対応債券並びに子会社株式及び関連
会社株式以外の有価証券

　　時価のあるもの
　決算日時の市場価格等に基づく時価（売却原価は移動平均法により
算定）によっております。

２　金銭の信託の評価基準及び評価方法
　時価法によっております。

３　有形固定資産の減価償却の方法
　定額法によっております。なお、耐用年数及び残存価額については、法人
税法に規定する方法と同一の基準によっております。

４　退職給付引当金の計上方法
　職員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務（簡便法に
よる見込額）に基づいて、当期末において発生していると認められる額を計
上しております。

５　価格変動準備金の計上方法
　価格変動準備金は、認可特定保険業者等に関する命令（平成23年5月13
日内閣府・総務省・法務省・文部科学省・厚生労働省・農林水産省・経済産業
省・国土交通省・環境省令第一号）第40条及び第41条に基づき算出した金
額を計上しております。

６　保険契約準備金の計上方法
（1） 責任準備金

　責任準備金は、認可特定保険業者等に関する命令（平成23年5月13
日内閣府・総務省・法務省・文部科学省・厚生労働省・農林水産省・経済
産業省・国土交通省・環境省令第一号）第43条に基づき以下の責任準
備金を計上しております。
① 保険料積立金

　保険契約に基づく将来の債務の履行に備えるため、保険数理に
基づき計算した金額を計上しております。

② 未経過保険料
　未経過期間（保険契約に定めた保険期間のうち、事業年度末にお
いて、まだ経過していない期間をいう。）に対応する責任に相当する
額として計算した金額を計上しております。

③ 異常危険準備金
　保険契約に基づく将来の債務を確実に履行するため、将来発生
が見込まれる危険に備えて計算した金額を計上しております。

④ 責任準備金の内訳
　責任準備金の内訳は、次のとおりです。

（2） 支払備金
　支払備金は、認可特定保険業者等に関する命令（平成23年5月13日
内閣府・総務省・法務省・文部科学省・厚生労働省・農林水産省・経済産
業省・国土交通省・環境省令第一号）第46条に基づき次の支払備金を
計上しております。

① 普通支払備金
　保険契約に基づいて支払義務が発生した保険金等のうち、毎決
算期において、まだ支出として計上していないものがある場合の当
該支払のために必要な金額を計上しております。

②  ⅠＢＮＲ備金（既発生未報告支払備金）
　毎決算期において、まだ支払事由の発生の報告を受けていない
が保険契約に規定する支払事由が既に発生したと認める保険金等
について、当該支払のために必要な金額を計上しております。

③ 支払備金の内訳
　支払備金の内訳は、次のとおりです。

７　リース取引の処理方法
　　　該当する事項はありません。

 Ⅱ　  会計方針の変更
１　会計処理の原則又は手続の変更

　該当する事項はありません。

２　表示方法の変更
　該当する事項はありません。

 Ⅲ　  金融商品の状況に関する事項及び金融商品の時価等に関する事項
１　金融商品の状況に関する事項

（1） 金融商品に対する取組方針
　　　 認可特定保険業者として、将来の保険金等を確実に支払うため、保

険契約者の皆さまからお預かりした保険料を安全かつ効率的に運用
しています。資産運用の方法については、保険業法等により限定され
ており、その中で長期的、安定的な運用収益を確保するため、ポート
フォリオの管理やリスクの管理を行っております。

（2） 金融商品の内容及びそのリスク
　　　 当法人が保有している金融商品は、債券及び金銭の信託等であり、

発行体の信用リスク、市場価格の変動リスクにさらされております。
（3） 金融商品のリスクに係わる管理体制

①資産運用規程に基づく取引
　　　金融商品の取引は、「一般財団法人郵政福祉の資産運用に関する

基本方針」及び諸規程に基づき行っております。
②信用リスクの管理

　　　信用リスクとは、信用供与先の財務状況の悪化により、保有資産の
価値が減少ないし消失し損失を被るリスクであり、定期的に把握し、
四半期に１回リスク管理委員会へ報告しております。

③市場リスクの管理
　　　市場リスクとは、金利、為替、株式等の市場の変動により、保有資産

の価値が変動し損失を被るリスクであり、定期的に把握し、四半期に
１回リスク管理委員会へ報告しております。

２　主な金融商品の帳簿価額、時価及びこれらの差額については次のとおりです。

（単位：千円）

貸借対照表

区　分 退職給付保険 災害保険 社員援護保険 合　計

普通支払備金 9,824,767 69,909 65,353 9,960,030

ⅠＢＮＲ備金 ― 483,714 446,644 930,358

合　計 9,824,767 553,624 511,997 10,890,388

（単位：千円）

（単位：千円）

※ 1　貸倒引当金を計上したものについては、当該引当金を控除しております。
※ 2　減損処理した銘柄については、減損処理後の貸借対照表価額を時価としております。

項　目 帳簿価額※ 1 時　価※2 差　額

現金及び預貯金 53,479,781 53,479,781 ―

有価証券 206,947,924 219,587,683 12,639,758

　満期保有目的債券 109,904,835 120,807,823 10,902,987

　責任準備金対応債券 56,548,888 58,285,660 1,736,771

　その他有価証券 40,494,200 40,494,200 ―

金銭の信託 62,673,966 62,673,966 ―

貸付金 21,032,683 21,032,683 ―

　保険約款貸付 21,024,268 21,024,268 ―

　育英貸付 8,415 8,415 ―

区　分 退職給付保険 災害保険 社員援護保険 合　計

保険料積立金 317,592,139 ― ― 317,592,139

未経過保険料 ― 904,899 268,484 1,173,383

異常危険準備金 7,676 3,049,365 252,182 3,309,224

合　計 317,599,815 3,954,264 520,667 322,074,747
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業績データ（特定保険業）

Ⅰ　  重要な会計方針
　公益法人会計基準（平成20年4月11日　令和2年5月15日改正　内閣府
公益認定等委員会）で作成した一般社団法人及び一般財団法人に関する法律
第123条第2項に規定する計算書類から、認可特定保険業に属するものを抽
出し、認可特定保険業様式に組み替えて作成しております。

Ⅱ　  子会社等との取引高の総額
　 該当する事項はありません。

Ⅲ　  収益及び費用に関する金額
１　支払備金繰入額又は支払備金戻入額の計算上、差引かれた又は足し上げ

られた出再支払備金繰入額又は出再支払備金戻入額
　　　該当する事項はありません。

２　責任準備金繰入額又は責任準備金戻入額の計算上、差引かれた又は足し
上げられた出再責任準備金繰入額又は出再責任準備金戻入額

　　　該当する事項はありません。

３　利息及び配当金収入の資産源泉別内訳は次のとおりです。

Ⅳ　売買目的有価証券に係る利息及び配当金収入、売却損益及び評価損益の金額
　該当する事項はありません。

Ⅴ　金銭の信託に係る評価損益の金額
　金銭の信託の評価益は、3,149,984千円です。

Ⅵ　以上各項のほか、損益の状態を正確に判断するために必要な事項
有価証券評価損益（その他有価証券）
　公益法人会計基準（平成20年4月11日　令和2年5月15日改正　内閣府
公益認定等委員会）で作成した一般社団法人及び一般財団法人に関する法
律第123条第2項に規定する計算書類を基に作成しているため、満期保有
目的債券、責任準備金対応債券並びに子会社株式及び関連会社株式以外
の有価証券で時価のあるもの及び金銭の信託の評価益3,110,033千円は、
当期の損益に含めて表示しております。　

３　満期保有目的の債券及び責任準備金対応債券の内訳並びに帳簿価額、
時価に関する事項は、次のとおりです。

Ⅳ　 賃貸等不動産の状況に関する事項及び賃貸等不動産の時価に関する事項
　　当法人では、東京都その他の地域において賃貸等不動産を保有しております。

当会計年度末における当該賃貸等不動産の貸借対照表価額は15,037,272
千円、時価は20,153,979千円です。なお、時価の算定にあたっては、土地は
固定資産税評価額を0.7で割戻し、建物は適正な帳簿価額の合算額を時価と
しております。
　また、賃貸商業施設等の開発途上にある不動産（貸借対照表計上額
3,292,104千円）は、時価を把握することが極めて困難であるため、同金額
を含めておりません。

Ⅴ　  有形固定資産の減価償却累計額及び圧縮記帳額
１　有形固定資産の減価償却累計額は、12,802,269千円です。

２　有形固定資産の圧縮記帳額に該当する事項はありません。

Ⅵ　 資産に係る引当金を直接控除した場合における各資産の資産項目別の引当 
金の金額
　該当する事項はありません。

Ⅶ　 子会社等に対する金銭債権又は金銭債務
　　　 該当する事項はありません。

Ⅷ　 理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債権又は金銭債務
　該当する事項はありません。

Ⅸ　 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
　該当する事項はありません。

Ⅹ　 リース契約（ファイナンス・リース取引に該当するもの）により使用する重要な
有形固定資産及び無形固定資産
　該当する事項はありません。

ⅩⅠ　 手形遡及債務、重要な係争事件に係る損害賠償義務その他これらに準ずる債
　　務（負債の部に計上したものを除く。）の内容及び金額

　該当する事項はありません。

ⅩⅡ　 契約者配当準備金の増減異動及び契約者配当金の支払額
　該当する事項はありません。

ⅩⅢ　 子会社等の株式又は出資金の額
　該当する事項はありません。

ⅩⅣ　 担保に供している資産
　該当する事項はありません。

ⅩⅤ　 再保険に係る支払備金及び責任準備金
　該当する事項はありません。

ⅩⅥ　 事業年度の末日後、翌事業年度以降の財産又は損益に重要な影響を及ぼす事
　　象が発生した場合における当該事象　

　該当する事項はありません。

ⅩⅦ　 以上各項のほか、財産の状態を正確に判断するために必要な事項
1　保証債務等の偶発債務

　　ホームローン貸付に対する保証債務は、34,785千円です。

注記事項

損益計算書

資産内訳 利息及び配当金収入

預貯金利息 584

有価証券利息・配当金

　国債 996,366

　地方債 37,974

　社債 756,041

　外国証券 197,454

　その他の証券 83,664

貸付金利息 258,005

その他利息配当金

　基本財産運用益 16,999

合　計 2,347,092

（単位：千円）

（単位：千円）

項　目 帳簿価額 時　価 差　額

満期保有目的債券

　国債 56,379,991 65,904,080 9,524,088

　地方債 ― ― ―

　その他の国債 41,022,110 41,357,120 335,009

　円建外債 12,502,734 13,546,623 1,043,888

責任準備金対応債券

　国債 6,267,465 7,400,300 1,132,834

　地方債 599,567 646,720 47,152

　その他の国内債 49,481,856 50,039,380 557,523

　円建外債 200,000 199,260 △ 740

合　計 166,453,724 179,093,483 12,639,758
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　日本郵政グループの皆さまの退職後の生活、または死亡時に備えるための退職給付保険は、2020年度末
時点で18.7万人の皆さまにご利用いただいています。2020年度においては、約193億円※の退職給付金等の
保険金をお支払いしており、これまでの累計では58.8万人の皆さまに1兆1,102億円をお支払いしています。

各保険に関するデータ

● 退職給付金分割支払の申込状況
2018年度 2019年度 2020年度

申込者数 申込金額 申込者数 申込金額 申込者数 申込金額

新規申込 2,420 7,587 2,433 7,927 1,801 6,075 

年度末加入状況 13,179 26,098 13,817 27,695 13,806 27,317 

（単位：人、百万円）

● 契約状況
2018年度 2019年度 2020年度

新規加入者数 9,876 10,256 7,877

退職者数 8,431 8,378 7,245 

解約者数 959 1,395 1,345 

年度末加入者数 187,227 187,710 186,997 

（単位：人）

● 保険金支払状況
2018年度 2019年度 2020年度

（平均）※1 （平均）※1 （平均）※1

退職給付金 20,396 2,469 19,126 2,312 18,965 2,643

（内分割給付申込金） （7,587） ー （7,927） ー （6,075） ー

死亡給付金 322 2,669 368 2,924 407 2,660

家族弔慰金 0 ー 0 ー 0 ー

分割給付金※2 6,260 ー 6,422 ー 6,536 ー

合計※3 19,392 ー 17,990 ー 19,834 ー

（単位：百万円）

※ 1　平均については、千円単位で記載。
※ 2　分割給付金には、満期祝金、弔慰金を含む。
※ 3　合計は分割給付申込金を除く。

※退職給付金の額は分割申込金を含みます。

● 保険料収入状況
2018年度 2019年度 2020年度

保険料収入 19,413 19,482 19,362

（単位：百万円）

● 解約払戻金支払状況
2018年度 2019年度 2020年度

解約払戻金 1,093 1,626 1,560 

（単位：百万円）

● 事業費状況
2018年度 2019年度 2020年度

事業費 732 716 690

（単位：百万円）

退職給付保険

業績データ（特定保険業）業績データ（特定保険業）
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各保険に関するデータ

　災害保険は火災や震災、風水雪害などの被害に対して保険金をお支払いします。2020年度末において
は、1,866万口の契約を保有しています。また、2020年度末までに累計で17.9万件、694億円の保険金を
お支払いしています。

災害保険

● 契約状況

● 保険金支払状況

2018年度 2019年度 2020年度

新規口数※ 821,460 860,206 761,388

2018年度 2019年度 2020年度
日本郵政グループ

社員等 退職後継続等 日本郵政グループ
社員等 退職後継続等 日本郵政グループ

社員等 退職後継続等

年度末保有口数 18,552,671 7,664,792 10,887,879 18,653,621 7,690,041 10,963,580 18,663,687 7,545,955 11,117,732 

2018年度 2019年度 2020年度

（平均）※ （平均）※ （平均）※

火災等保険金 293 858 284 1,069 443 1,220 

風水雪害保険金 1,349 338 1,156 457 610 362 

震災等保険金 91 149 32 145 22 139 

不慮の人為的災害保険金 3 119 3 96 4 115 

災害死亡保険金 0 375 1 215 0 240 

火元失火保険金 1 1,250 1 874 0 900 

漏水保険金 0 81 0 74 0 113 

合計 1,740 ー 1,481 ー 1,082 ー

（単位：口）

（単位：口）

（単位：百万円）

● 保険料収入状況
2018年度 2019年度 2020年度

保険料収入 2,213 2,227 2,235 

（単位：百万円）

※平均については、千円単位で記載。

※口数は、新規加入口数と増口数の合計。

● 事業費状況 （単位：百万円）

2018年度 2019年度 2020年度

事業費 598 595 597

業績データ（特定保険業）
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　社員援護保険は死亡、障害、不慮の事故による入院時に保険金をお支払いします。2020年度末におい
ては、298万口の契約を保有しています。また、2020年度末までに累計で4.2万件、552億円の保険金を
お支払いしています。なお、社員援護保険の口数は、普通援護（本人型）と特別援護（夫婦型）の被保険契約
口数の合計を計上しています。

社員援護保険

各保険に関するデータ

● 契約状況

● 保険金支払状況

● 保険料収入状況

2018年度 2019年度 2020年度

新規口数※ 141,860 151,383 110,953 

2018年度 2019年度 2020年度
日本郵政グループ

社員等 退職後継続等 日本郵政グループ
社員等 退職後継続等 日本郵政グループ

社員等 退職後継続等

年度末保有口数 3,055,469 2,523,282 532,187 3,028,981 2,504,648 524,333 2,980,314 2,445,160 535,154 

　普通援護 1,466,807 1,259,010 207,797 1,489,929 1,275,168 214,761 1,497,300 1,269,470 227,830 

　特別援護 1,588,662 1,264,272 324,390 1,539,052 1,229,480 309,572 1,483,014 1,175,690 307,324 

2018年度 2019年度 2020年度

（平均）※ （平均）※ （平均）※

死亡保険金 907 3,947 966 3,912 1,006 3,757 

障害保険金 132 4,130 90 3,616 131 3,140 

入院保険金 118 175 113 174 108 174 

合計 1,159 ー 1,170 ー 1,246 ー

2018年度 2019年度 2020年度

保険料収入 2,166 2,159 2,132

（単位：口）

（単位：口）

（単位：百万円）

（単位：百万円）

※平均については、千円単位で記載。

業績データ（特定保険業）

※口数は、新規加入口数と増口数の合計。

● 事業費状況 （単位：百万円）

2018年度 2019年度 2020年度

事業費 545 549 550

業績データ（特定保険業）
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　保険金の支払いが将来にわたって確実に行われるよう、それぞれの保険ごとに法令に基づく責任準備金
を積み立てています。

責任準備金等に関するデータ

商品別損益の状況

● 責任準備金明細書

● 支払備金明細書

● 責任準備金残高の内訳

2020年度 退職給付保険 災害保険 社員援護保険 合計

保険料積立金 317,592 ー ー 317,592 

未経過保険料 ー 904 268 1,173 

異常危険準備金 7 3,049 252 3,309 

責任準備金 317,599 3,954 520 322,074 

退職給付保険 災害保険 社員援護保険 合計

2018年度 16,641 364 533 17,540 

2019年度 17,021 405 468 17,895 

2020年度 9,824 553 511 10,890 

2020年度 退職給付保険 災害保険 社員援護保険 合計

（経常収益）

保険料 19,362 2,235 2,132 23,730 

支払備金戻入額 7,196 － － 7,196 

責任準備金戻入額 － － 2 2 

資産運用収益 7,232 0 0 7,232 

その他経常収益 16 3 3 23 

収益合計 33,808 2,239 2,139 38,187 

（経常費用）

保険金・年金 19,834 1,082 1,246 22,163 

解約払戻金 1,560 － － 1,560 

再保険料 － 149 － 149 

支払備金繰入額 － 147 43 191 

責任準備金繰入額 5,587 92 － 5,680 

資産運用費用 4,518 － － 4,518 

事業費 690 597 550 1,838 

その他経常費用 5 － 2 7 

費用合計 32,195 2,070 1,843 36,109 

経常損益 1,612 169 296 2,077 

保険料積立金 未経過保険料 異常危険準備金 合計

2018年度 312,053 1,183 3,157 316,394 

2019年度 312,005 1,158 3,234 316,397 

2020年度 317,592 1,173 3,309 322,074 

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）
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　郵政福祉では、安全かつ効率的な運用を常に考慮した資産運用を行うとともに、保険期間を意識した
債券運用を中心に収益性の向上にも取り組んでいます。また、資産運用の一環として退職給付保険加入
者に対する貸付も行っています。

● 資産構成

● 貸付金明細表

● 賃貸用ビル保有数

● 保有債券残存期間別残高（帳簿価格）

資産運用に関するデータ

2018年度 2019年度 2020年度

金額 （構成比） 金額 （構成比） 金額 （構成比）

国内債券 158,624 43.4% 164,939 44.9% 170,323 46.4%

外国債券 10,845 3.0% 10,627 2.9% 10,627 2.9%

金銭の信託※ 69,910 19.1% 53,230 14.5% 62,673 17.1%

短期資産 69,144 18.9% 79,758 21.7% 64,941 17.7%

契約者貸付 22,441 6.1% 22,591 6.2% 21,040 5.7%

不動産 15,775 4.3% 15,440 4.2% 15,113 4.1%

基本財産 1,000 0.3% 1,000 0.3% 1,000 0.3%

その他 17,628 4.8% 19,377 5.3% 21,131 5.8%

合計 365,371 100.0% 366,965 100.0% 366,851 100.0%

2018年度 2019年度 2020年度

金額 （構成比） 金額 （構成比） 金額 （構成比）

普通貸付 21,315 95.0% 21,530 95.3% 20,091 95.5%

特別貸付 1,108 4.9% 1,047 4.6% 934 4.4%

特別援護貸付 16 0.1% 13 0.1% 14 0.1%

合計 22,441 100.0% 22,591 100.0% 21,040 100.0%

2018年度 2019年度 2020年度

保有数 10 10 10 

稼働率 92.8% 97.5% 95.4%

2020年度 10 年以下 10 年超 20 年以下 20 年超 合計

国債 22,648 25,284 13,717 61,650 

地方債 500 99 ー 599 

政保債等 3,900 1,100 500 5,500 

社債 56,999 30,862 12,411 100,272 

円建外債 2,100 200 ー 2,300 

外国債券 3,627 7,000 ー 10,627 

合計 89,775 64,546 26,628 180,951 

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：棟）

（単位：百万円）

※「金銭の信託」には、投資一任契約（投資顧問）および指定金銭信託契約等（信託銀行）に基づく委託運用分を計上しています。

業績データ（特定保険業）業績データ（特定保険業）
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　大切なご家族の皆さまの安心を保障する団体定期保険を、生命保険会社と提携してご案内しています。

　日本郵政グループの皆さまの福祉の増進に資するため、各種サービスの提供および福利施設の充実、利用拡大に取り組んでいます。

郵政社員グループ保険「あゆみ」 （生命保険会社提携商品）

生活サービス事業

● 貸借対照表 ● 損益計算書

特定保険業外事業のご案内

特定保険業外事業に関する財務状況

加入対象者
日本郵政グループの管理職およびその配偶者、こども
※日本郵政グループの管理職とは、管理職（出向者を含む）・非組合員（労働組合の加入対象範囲から除かれる方）をいい、管理職を
　経験し本社のマネージャー、支社等の係長相当職にある方、管理職経験者で管理職当時から加入されていた方を含みます。

加入年齢

新規加入：本人・配偶者 65 歳 6 か月以下　
　　　　    こども 2 歳 6 か月を超え 22 歳 6 か月以下
継続加入：本人・配偶者 75 歳 6 か月以下
※本人が加入していない場合には、配偶者・こどもは加入できません。

保険期間 毎年 7 月 1 日から翌年 6 月 30 日までの 1 年間

死亡保険金
本人在職中：本人 4,000 万円、配偶者 1,000 万円、こども 400 万円まで
本人退職後：本人 1,000 万円、配偶者 1,000 万円まで

医療特約

入院給付金（日額 10,000 円、5,000 円、3,000 円）
手術給付金（20 倍）…入院給付金日額× 20（1 泊 2 日以上継続入院中の手術）
手術給付金（ 5 倍）…入院給付金日額× 5（外来または日帰り入院中の手術）
放射線治療給付金…入院給付金日額× 10

加入状況
あ ゆ み ：新規加入者数　  92 人（保険金額　6 億 83 百万円）
　　　　　加入者数　 17,413 人（保険金額　977 億 51 百万円）　
医療特約：加入者数　    1,073 人（保険金額　54 億 88 百万円）

主な事業

・日本郵政グループの皆さまの暮らしを応援するための各種提携施設・企業との提携、
   自動車購入サポート（自動車ローン等）等の斡旋
・石油会社が発行する会員制団体ガソリンカードの取扱い
・福利厚生施設（売店・食堂の運営、自動販売機の設置・管理運営）

事業収入 1 億 20 百万円　

科目 金額
資産合計 2,454 
　流動資産 2,454 
　固定資産 ー
負債合計 1,706 
　流動負債 253 
　固定負債 1,453 
正味財産合計 747 
正味財産及び負債合計 2,454 

科目 金額
特定保険業外事業収入 147
費用合計 202 
当期剰余金（税引前） -55 
法人税等 0 
当期剰余金（税引後） -55 

（単位：百万円） （単位：百万円）

■特定保険業外事業データ

※ 2020 年度末現在

※ 2020 年度末現在

業績データ（特定保険業外事業）
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貸借対照表（令和3年3月31日現在）

科　　　　　目 当年度 前年度 増　減
Ⅰ　資産の部
　１．流動資産
　　　　　現金預金 55,858,563,558 77,807,542,742 -21,948,979,184
　　　　　売掛金 62,195,509 74,660,508 -12,464,999
　　　　　未収収益 284,210,107 272,683,523 11,526,584
　　　　　前払費用 177,309,317 186,760,063 -9,450,746
　　　　　有価証券 38,100,088,228 38,432,762,870 -332,674,642
　　　　　その他 285,266,886 316,795,774 -31,528,888
　　　　流動資産合計 94,767,633,605 117,091,205,480 -22,323,571,875
　２．固定資産
　　　　⑴基本財産
　　　　　投資有価証券 1,000,000,000 1,000,000,000 ー
　　　　　長期性預金 800,000 800,000 ー
　　　　　基本財産合計 1,000,800,000 1,000,800,000 ー
　　　　⑵その他固定資産
　　　　　建物 5,138,217,312 5,449,664,224 -311,446,912
　　　　　構築物 10,773,429 15,037,294 -4,263,865
　　　　　機械装置 53,901,085 63,179,515 -9,278,430
　　　　　車両運搬具 684,469 990,303 -305,834
　　　　　什器備品 66,079,861 70,628,594 -4,548,733
　　　　　土地 9,906,544,841 9,907,744,918 -1,200,077
　　　　　建設仮勘定 3,292,104,900 3,292,104,900 ー
　　　　　借地権 989,705,008 989,705,008 ー
　　　　　施設利用権 334,000,000 334,000,000 ー
　　　　　ソフトウェア 2,282,902 1,992,900 290,002
　　　　　電話加入権 3,867,671 3,867,671 ー
　　　　　ソフトウェア仮勘定 699,131,612 283,655,858 415,475,754
　　　　　投資有価証券 167,847,836,549 153,133,922,534 14,713,914,015
　　　　　金銭の信託 62,673,966,574 53,230,191,703 9,443,774,871
　　　　　長期前払費用 375,638 749,284 -373,646
　　　　　長期性預金 9,200,000 9,200,000 ー
　　　　　長期貸付金 21,032,683,735 22,591,499,372 -1,558,815,637
　　　　　敷金・保証金 20,990,575 21,175,475 -184,900
　　　　　その他 1,946,870 4,058,173 -2,111,303
　　　　　その他固定資産合計 272,084,293,031 249,403,367,726 22,680,925,305
　　　　固定資産合計 273,085,093,031 250,404,167,726 22,680,925,305
　　　　資産合計 367,852,726,636 367,495,373,206 357,353,430

（単位：円）

■法人全体データ （令和2年度決算書）

　一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（平成18年法律第48号）第123条第2項（同法第199条
において準用する場合を含む。）に規定する計算書類です。

業績データ（法人全体）
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貸借対照表（令和3年3月31日現在）

科　　　　　目 当年度 前年度 増　減
Ⅱ　負債の部
　１．流動負債
　　　　　買掛金 133,091,198 166,008,389 -32,917,191
　　　　　未払金 269,775,458 375,062,606 -105,287,148
　　　　　未払法人税等 225,562,000 229,243,600 -3,681,600
　　　　　未払消費税等 35,059,200 37,170,600 -2,111,400
　　　　　未払費用 139,125,111 134,950,701 4,174,410
　　　　　前受金 160,844,309 178,682,840 -17,838,531
　　　　　預り金 94,934,667 87,767,531 7,167,136
　　　　　仮受金 30,745,342 33,532,159 -2,786,817
　　　　　賞与引当金 86,056,206 84,938,444 1,117,762
　　　　流動負債合計 1,175,193,491 1,327,356,870 -152,163,379
　２．固定負債
　　　　　長期預り敷金・保証金 1,081,899,421 1,100,328,189 -18,428,768
　　　　　役員退職慰労引当金 15,163,750 8,821,250 6,342,500
　　　　　退職給付引当金 732,274,566 688,280,897 43,993,669
　　　　　価格変動準備金 2,192,107,913 1,908,534,529 283,573,384
　　　　　環境対策引当金 138,148,000 148,537,600 -10,389,600
　　　　固定負債合計 4,159,593,650 3,854,502,465 305,091,185
　３．保険契約準備金
　　　　　支払備金 10,890,388,629 17,895,820,731 -7,005,432,102
　　　　　責任準備金 322,074,747,162 316,397,700,218 5,677,046,944
　　　　保険契約準備金合計 332,965,135,791 334,293,520,949 -1,328,385,158
　　　　負債合計 338,299,922,932 339,475,380,284 -1,175,457,352
Ⅲ　正味財産の部
　１．指定正味財産
　　　　　基本金 800,000 800,000 ー
　　　　指定正味財産合計 800,000 800,000 ー
　　　　（うち基本財産への充当額） （800,000） （800,000） ー
　２．一般正味財産 29,552,003,704 28,019,192,922 1,532,810,782
　　　　（うち基本財産への充当額） （1,000,000,000） （1,000,000,000） ー
　　　　正味財産合計 29,552,803,704 28,019,992,922 1,532,810,782
　　　　負債及び正味財産合計 367,852,726,636 367,495,373,206 357,353,430

（単位：円）

業績データ（法人全体）
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正味財産増減計算書（令和2年4月1日から令和3年3月31日まで）

科　　　　　目 当年度 前年度 増　減
Ⅰ　一般正味財産増減の部
　１．経常増減の部
　　⑴経常収益
　　　①基本財産運用益 16,999,992 16,999,992 ー
　　　　基本財産受取利息 16,999,992 16,999,992 ー
　　　②保険料等収入 23,730,800,411 23,868,538,828 -137,738,417
　　　　保険料 23,730,800,411 23,868,538,828 -137,738,417
　　　③責任準備金等戻入額 7,005,432,102 ー 7,005,432,102
　　　　支払備金戻入額 7,005,432,102 ー 7,005,432,102
　　　④資産運用収益 7,215,754,842 5,995,316,117 1,220,438,725
　　　　預貯金利息 584,642 676,965 -92,323
　　　　有価証券利息・配当金 2,071,501,777 2,084,312,876 -12,811,099
　　　　金銭の信託運用益 ー 1,868,520,239 -1,868,520,239
　　　　貸付金利息 258,005,707 269,782,551 -11,776,844
　　　　不動産賃貸料 1,775,628,763 1,772,023,486 3,605,277
　　　　投資有価証券評価益 3,110,033,953 ー 3,110,033,953
　　　⑤保険業その他経常収益 23,956,087 30,843,705 -6,887,618
　　　　その他経常収益 23,956,087 29,346,465 -5,390,378
　　　　貸倒引当金戻入額 ー 1,497,240 -1,497,240
　　　⑥保険業外事業収益 147,359,924 171,645,471 -24,285,547
　　　　受取手数料 140,722,934 164,561,117 -23,838,183
　　　　貸倒引当金戻入額 1,821,715 1,235,631 586,084
　　　　その他収益 4,815,275 5,848,723 -1,033,448
　　　　経常収益計 38,140,303,358 30,083,344,113 8,056,959,245

（単位：円）

業績データ（法人全体）業績データ（法人全体）
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正味財産増減計算書（令和2年4月1日から令和3年3月31日まで）

科　　　　　目 当年度 前年度 増　減
　　⑵経常費用
　　　①保険金等支払金 23,873,443,106 22,418,961,643 1,454,481,463
　　　　保険金 23,723,562,466 22,268,533,263 1,455,029,203
　　　　再保険料 149,880,640 150,428,380 -547,740
　　　②責任準備金等繰入額 5,677,046,944 358,442,197 5,318,604,747
　　　　支払備金繰入額 ー 355,590,669 -355,590,669
　　　　責任準備金繰入額 5,677,046,944 2,851,528 5,674,195,416
　　　③資産運用費用 4,518,529,318 3,464,238,446 1,054,290,872
　　　　金銭の信託運用損 2,677,452,590 ー 2,677,452,590
　　　　投資有価証券売却損 4,241,222 47,332,198 -43,090,976
　　　　投資有価証券評価損 ー 1,580,332,195 -1,580,332,195
　　　　減価償却費 374,312,921 390,638,163 -16,325,242
　　　　税金 564,054,018 539,947,479 24,106,539
　　　　事務費 898,468,567 905,988,411 -7,519,844
　　　④事業費及び管理費 1,838,364,013 1,861,374,184 -23,010,171
　　　　事務費 1,807,707,982 1,828,314,175 -20,606,193
　　　　減価償却費 30,656,031 33,060,009 -2,403,978
　　　⑤保険業その他経常費用 7,775,521 942,180 6,833,341
　　　　その他経常費用 5,962,125 942,180 5,019,945
　　　　貸倒引当金繰入額 1,813,396 ー 1,813,396
　　　⑥保険業外事業費用 202,613,365 206,734,008 -4,120,643
　　　　支払手数料 1,084,918 1,042,281 42,637
　　　　その他費用 1,144,649 145,374 999,275
　　　　事務費 200,383,798 205,546,353 -5,162,555
　　　　経常費用計 36,117,772,267 28,310,692,658 7,807,079,609
　　　当期経常増減額 2,022,531,091 1,772,651,455 249,879,636
　２．経常外増減の部
　　⑴経常外収益
　　　　固定資産売却益 2,927,973 4,381,038 -1,453,065
　　　　受取補償金 7,299,241 30,088,832 -22,789,591
　　　　環境対策引当金戻入額 9,680,675 ー 9,680,675
　　　　経常外収益計 19,907,889 34,469,870 -14,561,981
　　⑵経常外費用
　　　　固定資産売却損 ー 4,732,826 -4,732,826
　　　　固定資産除却損 492,814 100,427 392,387
　　　　価格変動準備金繰入額 283,573,384 255,144,088 28,429,296
　　　　経常外費用計 284,066,198 259,977,341 24,088,857
　　　当期経常外増減額 -264,158,309 -225,507,471 -38,650,838
　　　税引前当期一般正味財産増減額 1,758,372,782 1,547,143,984 211,228,798
　　　法人税、住民税及び事業税 225,562,000 229,243,600 -3,681,600
　　　当期一般正味財産増減額 1,532,810,782 1,317,900,384 214,910,398
　　　一般正味財産期首残高 28,019,192,922 26,701,292,538 1,317,900,384
　　　一般正味財産期末残高 29,552,003,704 28,019,192,922 1,532,810,782
Ⅱ　指定正味財産増減の部
　　　当期指定正味財産増減額 ー ー ー
　　　指定正味財産期首残高 800,000 800,000 ー
　　　指定正味財産期末残高 800,000 800,000 ー
Ⅲ　正味財産期末残高 29,552,803,704 28,019,992,922 1,532,810,782

（単位：円）
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（ｳ） 異常危険準備金
　保険契約に基づく将来の債務を確実に履行するため、将来発生
が見込まれる危険に備えて計算した金額を計上しております。

（ｴ）責任準備金の内訳
　責任準備金の内訳は、次のとおりです。

②支払備金
　支払備金は、認可特定保険業者等に関する命令（平成23年5月13日
内閣府・総務省・法務省・文部科学省・厚生労働省・農林水産省・経済産業
省・国土交通省・環境省令第一号）第46条に基づき次の支払備金を計上
しております。
（ｱ） 普通支払備金

　保険契約に基づいて支払義務が発生した保険金等のうち、毎決
算期において、まだ支出として計上していないものがある場合の当
該支払のために必要な金額を計上しております。

（ｲ）ⅠＢＮＲ備金（ 既発生未報告支払備金）
　毎決算期において、まだ支払事由の発生の報告を受けていない
が保険契約に規定する支払事由が既に発生したと認める保険金等
について、当該支払のために必要な金額を計上しております。

（ｳ） 支払備金の内訳
　支払備金の内訳は、次のとおりです。

２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高
　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりです。

３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳
　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりです。

財務諸表に対する注記

１．重要な会計方針
（1） 公益法人会計基準（平成20年4月11日　令和2年5月15日改正　内閣府公

益認定等委員会）を採用しております。
（2） 有価証券の評価基準及び評価方法

①満期保有目的債券
　償却原価法（定額法）によっております。

②責任準備金対応債券（「保険業における「責任準備金対応債券」に関する当
面の会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員
会報告第21号）に基づく責任準備金対応債券をいう。）
　償却原価法（定額法）によっております。

③満期保有目的債券、責任準備金対応債券並びに子会社株式及び関連会社
株式以外の有価証券
時価のあるもの
　決算日時の市場価格等に基づく時価（売却原価は移動平均法により算
定）によっております。

（3） 運用目的の金銭の信託の評価基準及び評価方法
時価法によっております。

（4） 固定資産の減価償却の方法
①有形固定資産

　定額法によっております。なお、耐用年数及び残存価額については、法人
税法に規定する方法と同一の基準によっております。

②無形固定資産
　定額法によっております。なお、当法人利用のソフトウェアについては、法
人内における利用可能期間（5年）に基づく定額法によっております。

（5） 引当金の計上基準
①貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率
により、貸倒懸念債権等については個別に回収可能額を検討し、回収不能
見込額を計上しております。

②賞与引当金
　役職員の賞与の支給に備えて、支給見込額のうち当期に帰属する額を
計上しております。

③役員退職慰労引当金
　役員に対する退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支
給額を計上しております。

④退職給付引当金
　職員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務（簡便法に
よる見込額）に基づいて、当期末において発生していると認められる額を
計上しております。

⑤環境対策引当金
　環境対策を目的とした支出に備えるため、当該支出見込額を計上してお
ります。

（6） 消費税等の会計処理
　　　税抜方式によっております。

（7） 外貨建資産の本邦通貨への換算基準
　　　外貨建資産は、決算日の為替相場による円換算額を付しております。

（8） 価格変動準備金の計上方法
　価格変動準備金は、認可特定保険業者等に関する命令（平成23年5月13 
日内閣府・総務省・法務省・文部科学省・厚生労働省・農林水産省・経済産業
省・国土交通省・環境省令第一号）第40条及び第41条に基づき算出した金
額を計上しております。

（9） 責任準備金等
①責任準備金

　責任準備金は、認可特定保険業者等に関する命令（平成23年5月13日
内閣府・総務省・法務省・文部科学省・厚生労働省・農林水産省・経済産業
省・国土交通省・環境省令第一号）第43条に基づき以下の責任準備金を
計上しております。
（ｱ）保険料積立金

　保険契約に基づく将来の債務の履行に備えるため、保険数理に
基づき計算した金額を計上しております。

（ｲ）未経過保険料
　未経過期間（保険契約に定めた保険期間のうち、事業年度末にお
いて、まだ経過していない期間をいう。）に対応する責任に相当する
額として計算した金額を計上しております。

区　分 退職給付保険 災害保険 社員援護保険 合　計

保険料積立金 317,592,139,152 ― ― 317,592,139,152 

未経過保険料 ― 904,899,650 268,484,220 1,173,383,870 

異常危険準備金 7,676,243 3,049,365,014 252,182,883 3,309,224,140 

合　計 317,599,815,395 3,954,264,664 520,667,103 322,074,747,162 

科　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産

投資有価証券 1,000,000,000 ― ― 1,000,000,000

長期性預金 800,000 ― ― 800,000

合　計 1,000,800,000 ― ― 1,000,800,000

科　目 当期末残高 （うち指定正味財
産からの充当額）

（うち一般正味財
産からの充当額）（うち負債に対応する額）

基本財産

投資有価証券 1,000,000,000 ― （1,000,000,000） ―

長期性預金 800,000 （800,000） ― ―

合　計 1,000,800,000 （800,000）（1,000,000,000） ―

区　分 退職給付保険 災害保険 社員援護保険 合　計

普通支払備金 9,824,767,355 69,909,839 65,353,000 9,960,030,194

ⅠＢＮＲ備金 ― 483,714,373 446,644,062 930,358,435

合　計 9,824,767,355 553,624,212 511,997,062 10,890,388,629

（単位：円）

（単位：円）

（単位：円）

（単位：円）

業績データ（法人全体）業績データ（法人全体）
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４．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は次のとおりです。

５．債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高
　債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高は、
次のとおりです。

６．引当金の明細
　引当金の明細は、次のとおりです。

７．保証債務等の偶発債務
　ホームローン貸付に対する保証債務は、34,785,716円です。

８．金融商品の状況に関する事項
（1） 金融商品に対する取組方針

　 認可特定保険業者として、将来の保険金等を確実に支払うため、保険契
約者の皆さまからお預かりした保険料を安全かつ効率的に運用していま
す。資産運用の方法については、保険業法等により限定されており、その中
で長期的、安定的な運用収益を確保するため、ポートフォリオの管理やリス
クの管理を行っております。

（2） 金融商品の内容及びそのリスク
　当法人が保有している金融商品は、債券及び金銭の信託等であり、発行
体の信用リスク、市場価格の変動リスクにさらされております。

（3） 金融商品のリスクに係わる管理体制
①資産運用規程に基づく取引

　金融商品の取引は、「一般財団法人郵政福祉の資産運用に関する基本
方針」及び諸規程に基づき行っております。

②信用リスクの管理
　信用リスクとは、信用供与先の財務状況の悪化により、保有資産の価

財務諸表に対する注記

附属明細書
１．基本財産及び特定資産の明細

　基本財産及び特定資産の明細については、財務諸表に対する注記に記載して
いるため、内容の記載を省略しております。

２．引当金の明細
　引当金の明細については、財務諸表に対する注記に記載しているため、内容の
記載を省略しております。

値が減少ないし消失し損失を被るリスクであり、定期的に把握し、四半
期に１回リスク管理委員会へ報告しております。

③市場リスクの管理
　市場リスクとは、金利、為替、株式等の市場の変動により、保有資産の価
値が変動し損失を被るリスクであり、定期的に把握し、四半期に１回リスク
管理委員会へ報告しております。

９．満期保有目的の債券及び責任準備金対応債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び
　  評価損益

　満期保有目的の債券及び責任準備金対応債券の内訳並びに帳簿価額、時価
及び評価損益は、次のとおりです。

10．賃貸等不動産の状況に関する事項及び賃貸等不動産の時価に関する事項
（1） 賃貸等不動産の状況に関する事項

　当法人では、東京都その他の地域において、賃貸等不動産を保有してお
ります。

（2） 賃貸等不動産の時価に関する事項

（注1）貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額
を控除した金額としております。

（注2）当期末の時価の算定にあたっては、土地は主として固定資産税評価額に基
づいて当法人が算定した金額であり、建物は適正な帳簿価額の合算額を時
価としております。

（注3）賃貸商業施設等の開発途上にある不動産（貸借対照表計上額3,292百万
円）は、時価を把握することが極めて困難であるため、上表には含めており
ません。

科　目 帳簿価額 時　価 評価損益

満期保有目的債券

　国　債 56,379,991,171 65,904,080,000 9,524,088,829

　その他の国内債 41,022,110,431 41,357,120,000 335,009,569

　円建外債 12,502,734,125 13,546,623,000 1,043,888,875

責任準備金対応債券

　国　債 6,267,465,695 7,400,300,000 1,132,834,305

　地方債 599,567,041 646,720,000 47,152,959

　その他の国内債 49,481,856,088 50,039,380,000 557,523,912

　円建外債 200,000,000 199,260,000 -740,000

合　計 166,453,724,551 179,093,483,000 12,639,758,449

貸借対照表計上額 当期末時価

15,037,272,224 20,153,979,526

（単位：円）

（単位：円）

（注）貸倒引当金の当期減少額（その他）欄は、戻入によるものであります。

（単位：円）

（単位：円）

（単位：円）

科　目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建　物 16,204,306,178 11,066,088,866 5,138,217,312

構築物 387,728,158 376,954,729 10,773,429

機械装置 1,142,493,810 1,088,592,725 53,901,085

車両運搬具 6,516,571 5,832,102 684,469

什器備品 330,881,375 264,801,514 66,079,861

施設負担金 97,274 91,774 5,500

ソフトウェア 527,866,895 525,583,993 2,282,902

合　計 18,599,890,261 13,327,945,703 5,271,944,558

科　目 債権金額 貸倒引当金の当期末残高 当期末残高

流動資産

　売掛金 65,048,515 2,853,006 62,195,509

　その他

　　立替金 751,407 ― 751,407

　　未収金 278,189,727 ― 278,189,727

固定資産

　施設利用権 334,000,000 ― 334,000,000

　長期貸付金 21,048,917,096 16,233,361 21,032,683,735

　その他

　　長期立替金 1,202,815 601,408 601,407

　　長期未収金 1,413,686 74,723 1,338,963

合　計 21,729,523,246 19,762,498 21,709,760,748

科　目 期首残高 当期増加額
当期減少額

当期末残高
目的使用 その他

貸倒引当金 23,242,415 1,985,055 3,520,716 1,944,256 19,762,498

賞与引当金 84,938,444 86,056,206 84,938,444 ― 86,056,206

役員退職慰労引当金 8,821,250 6,342,500 ― ― 15,163,750

退職給付引当金 688,280,897 95,171,656 51,177,987 ― 732,274,566

環境対策引当金 148,537,600 ― 708,925 9,680,675 138,148,000

業績データ（法人全体）
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　当法人は、決算報告書（貸借対照表、正味財産増減計算書、注記および附属明細書）について、会計監査
人の監査を受けています。
　令和2年度の監査報告書は以下のとおりです。

決算報告書についての会計監査人の監査報告

業績データ（法人全体）業績データ（特定保険業）業績データ（法人全体）
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役 員

評 議 員

理 事 長（常　勤） 　

専務理事（常　勤） 

常務理事（常　勤） 　

理　　事（非常勤） 　

理　　事（非常勤） 　

理　　事（非常勤） 　

理　　事（非常勤） 

監　　事（常　勤） 　

監　　事（非常勤）

安 達 　 正 美

奥 宮 　 京 子

竹 澤 　 康 子

田 中 　  博

田 村 　 正 勝

仲 村 　 健 一

成 道 　 秀 雄

松 本 　 光 二

宮 井 　 　 博

森 山 　 　 真

日本郵政グループ労働組合　書記長

田辺総合法律事務所　弁護士

東洋大学経済学部　教授

旭情報サービス株式会社
代表取締役社長

早稲田大学　名誉教授

元一般財団法人郵政福祉　監事

成蹊大学　名誉教授

日本郵政グループ労働組合
中央副執行委員長

あせまねライフ株式会社
代表取締役社長

全国郵便局長会　専務理事

小野寺　武

氣駕　紳一

増田 喜三郎

大野　早苗

小藤　康夫

立原　　繁

山川　　郎

加藤　順一

山田　紳一

元日本郵政株式会社　執行役

元株式会社かんぽ生命保険　総務部長

元日本郵政グループ労働組合　中央副執行委員長

武蔵大学経済学部　教授

専修大学商学部　教授

東海大学観光学部　教授

元駐チェコ共和国　特命全権大使

元日本郵政グループ労働組合　組織局長

元一般財団法人郵政福祉　審議役兼経営企画部長

役員・評議員

従業員の状況

法人情報

2021年7月1日現在

※任期は、2025年6月定時評議員会まで

（敬称略・非常勤理事50音順）

（敬称略・50音順）

※1  理事の任期は、2023年6月定時評議員会まで　
※2  監事の任期は、2025年6月定時評議員会まで

※1  数字はすべて年度末（3月31日）現在の数字
※2 （ ）内はアソシエイト職員の再掲
※3  嘱託員、アソシエイト職員等は除く

2019年度※1 2020年度※1

職員数※2 194人（34人） 202人（34人）

男女別職員数
男性 144人（74%） 151人（75%）

女性 50人（26%） 51人（25%）

本部・地方本部別職員数
本部 40人 41人

地方本部 154人 161人

平均勤続年数※3 16.7年 17.4年

平均年齢※3 41.6歳 41.9歳

法人情報法人情報
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法人情報

　郵政福祉は、2005年10月に、財団法人郵政弘済会、財団法人郵政互助会および財団法人郵政福祉協会
の統合により誕生し、2013年4月には、認可特定保険業者として一般財団法人へ移行しました。

歴史と沿革

1954 年 10 月
財団法人郵政互助会設立
退職給付制度実施

1955 年   4 月
災害見舞制度実施
会員貸付制度実施

1956 年 12 月 郵便局局舎建設第1号竣工

1958 年 11 月 貸ビル第1号竣工

1983 年   9 月 本部事務所竣工

1984 年   4 月 分割給付制度実施

★一般財団法人郵政福祉★旧財団法人郵政弘済会

★旧財団法人郵政互助会

★旧財団法人郵政福祉協会

2005 年 10 月
財団法人郵政福祉発足

（財団法人郵政互助会を存続法人とし、
郵政弘済会と郵政福祉協会が事業譲渡を実施）

2011 年   9 月 災害見舞（災害救済）制度の経過措置期間終了

2012 年   3 月 ゆうふく年金（互助年金）事業の終了

2012 年   7 月 郵政福祉自動車ローン（損保会社提携商品）の
申込開始

2012 年 10 月 総務省より特定保険業の認可取得

2013 年   3 月
内閣府より一般財団法人への移行認可取得
郵政職員弔慰見舞金、育英金、育英貸付（新規募集）
の廃止

2013 年   4 月

一般財団法人郵政福祉発足
• 保険としての商品提供開始（退職給付保険、災害

保険、社員援護保険）
• 損害保険代理業開始（ゴルファー保険、レジャー・

傷害保険、国内・海外旅行保険、ペット保険、介護
保険）

2013 年   9 月 関東地方本部を関東地方本部と
南関東地方本部に分割

2014 年   4 月 本部の経営企画部を経営企画部と
経理財務部に組織改正

2015 年   4 月 損害保険代理業の廃止

2016 年   4 月 災害保険、社員援護保険の商品内容の見直し

2017 年   4 月 災害保険、社員援護保険の商品内容の見直し

2017 年   7 月 団体定期保険（あゆみ）に医療特約を追加

1952 年   4 月 財団法人郵政弘済会設立

1952 年   6 月 災害救済制度実施

1953 年   1 月 食堂・売店等の運営許可申請

1953 年   8 月 職員援護制度実施

2003 年   4 月
収益事業を株式会社メルファムに
譲渡

1969 年   3 月 財団法人郵政福祉協会設立

1984 年   2 月 互助年金（ゆうふく年金）実施

1991 年   7 月 団体定期保険（あゆみ）実施

貸ビル第1号（新潟県新潟市） ▼

本部事務所（港区虎ノ門） ▼
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郵政福祉コールセンター TEL.0120-216-131
受付時間 /9：00 ～ 17：00（土・日・祝日および 12 月 29 日～ 1 月 3 日を除く）

〒 105-0001 東京都港区虎ノ門 1-14-1

北海道地方本部
〒060-0061
札幌市中央区南1条西5-20
TEL.011-218-8070

信越地方本部
〒380-0921
長野市栗田948-1
TEL.026-223-1771

近畿地方本部
〒540-0029
大阪市中央区本町橋7-3
TEL.06-7711-6008

九州地方本部
〒860-0846
熊本市中央区城東町3-1
TEL.096-355-9301

北陸地方本部
〒920-0901
金沢市彦三町2-5-27
TEL.076-262-6245

中国地方本部
〒730-0005
広島市中区西白島町17-13
TEL.082-221-5444

沖縄地方本部
〒900-0032
那覇市松山1-32-7
TEL.098-863-0801

東北地方本部
〒980-8650
仙台市青葉区五橋2-4-2
TEL.022-262-2166

関東地方本部
〒330-0054
さいたま市浦和区東岸町9-20
TEL.048-764-8002

東京地方本部
〒103-0015
中央区日本橋箱崎町1-7
TEL.03-6365-0294

南関東地方本部
〒210-8514
川崎市川崎区駅前本町15-5
TEL.044-201-4500

東海地方本部
〒461-0014
名古屋市東区橦木町1-21-2
TEL.052-971-1095

四国地方本部
〒790-0003
松山市三番町8-12-4
TEL.089-945-1221

本部
〒105-0001
港区虎ノ門1-14-1
TEL.03-3502-3762（代表）
TEL.0120-216-131（コールセンター）
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